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受注者等提出書類処理基準・同実施細目 令和７年４月 
主な改定内容 
 
建設業法施行令の改正に伴う改定 
参考１ 施工体制台帳等の整備について（解説） P111〜116 
建設業法施行令の改正に伴い、「２ 工事現場における技術者の適正配置」に記載されている各種
金額要件を修正した。 
 
工事書類の簡素化に係る改定 
甲第 133 号「作業員名簿」 P138 
運用について明確にするため、下記注意書きを追加した。 
・注２ 「作業員名簿｣を変更する際は、施工体制台帳等、他様式の変更に併せて提出する。 

他様式に変更が生じない場合は、工事完了時に提出する。 
・注３ 本様式には資格・免許等の写しの添付は不要 

 
  その他所要の改正を実施した。 
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受注者等提出書類処理基準 

 

昭和47年６月21日 制  定 

昭和47年７月１日 施  行 

昭和55年４月１日 改  正 

平成７年４月１日 改  正 

平成12年７月１日 改  正 

平成20年４月１日 改  正 

平成24年４月１日 一部改正 

平成27年４月1日 一部改正  

平成27年6月25日 一部改正 

平成29年４月1日 一部改正 

令和２年４月1日 一部改正 

令和３年４月1日 一部改正 

令和３年10月１日 一部改正 

令和４年４月1日 一部改正 

令和５年４月1日 一部改正 

令和５年10月１日 一部改正 

令和６年４月1日 一部改正 

令和６年７月1日 一部改正 

令和７年４月1日 一部改正 

 

（目 的） 

第１ この基準は、東京都工事施行規程（昭和46年東京都訓令甲第15号）第18条の規定に基づ

き、受注者等から提出される書類（以下「書類」という。）の様式及び処理方法を定める

ことにより、工事の円滑かつ適正な施行を図ることを目的とする｡ 

 

（適用範囲） 

第２ この基準は、港湾局が施行する工事、設計等の委託並びに単価契約に係る書類の処理に適

用する。 

 

（書類の名称及び様式） 

第３ 書類の名称及び様式は、別表１～３のとおりとする。 

 

（処理方法） 

第４ 監督員は、受領した書類の内容を調査のうえ、速やかに所要の手続をとるものとする。 

 

（様式に定めのないもの） 

第５ 東京都契約事務規則（昭和39年東京都規則第125号）第37条第１項規定に基づく工事請負

契約に係る標準契約書（以下「標準契約書」という。）の約款において、書面によること

とされている書類のうち、様式に定めのないものの処理方法については、原則として工事

主管課長の指示によるものとする。その取扱いは第４に準ずる。 

２  標準契約書第３条に基づく工程表の様式は任意とする。 

 

（細目） 

第６ この基準の実施に必要な細目は、受注者等提出書類処理基準実施細目に定める。 
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（附則） 

この基準は、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 別表１ 工事の請負契約に係る書類 

 

  

書類の名称 様式番号 適用 ページ
現場代理人及び主任技術者等通知書 統一2 P22
経歴書（  ） 統一3 P24
前払金等請求確認書 統一5 P26
前払金請求書 統一6 P28
建設業退職金共済制度加入届 統一7 P30
掛金収納書 統一7の２ P32
建設業退職金共済証紙購入状況報告書 統一7の３ P34
既済部分検査請求書（第 回） 統一10 P37
認定請求書 統一11 P39
支給材料（請求・受領・返納）書（第 回） 統一12 P41
支給材料（請求・受領・返納）内訳書 統一13 P43
発生材報告書（第 回） 統一14 P45
発生材報告内訳書 統一15 P47
（請求・通知・報告・協議）書 統一16 契約書に基づくものに適用 P49
承諾書 統一17 P51
主要資材発注予定報告書 統一18 建築工事に適用 P53
材料検査請求書（第 回） 統一20 P55
中間検査請求書 統一21 P57

施工計画書 統一22
変更施工計画書、溶接工の名簿
等提出にも適用

P59

試験委嘱指定申請書 統一23 P61

（  ）承諾申請書 統一25
仕様書等で義務付けられている
ものに適用

P63

（協議・報告）書 統一26 仕様書に基づくものに適用 P65

（  ）記録の報告書 統一28
工事施工管理基準に基づく材料
の試験成績、出来形の測定結果
等の報告に適用

P67

完了届 統一29
契約額200万円以上の工事に適
用

P69
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別表１ 続き 

 

  

書類の名称 様式番号 適用 ページ
主要資材発注予定表 甲第101号 P72
材料搬入実績調書 甲第102号 P74
材料搬入予定・実績内訳調書 甲第103号 P76
中間検査内訳書 甲第104号 P78
既済部分出来高工種別内訳書 甲第105号 P80
既済部分出来高工種別内訳書 甲第106号 2回目以降に適用 P82
請求書 甲第107号 P84
工事履行報告書 甲第108号 P88
工事履行報告書（建築） 甲第108号の２ P89
中間前払金請求書 甲第109号 P91
事故報告書 甲第110号 P93
工事成果物納品書 甲第111号 P95
公共事業遵守証明書 甲第112号 P97
変更届 甲第113号 P98
変更理由書（ ） 甲第113号の2 （参考様式） P100
貸与材料（請求・受領・返納）書（第 回） 甲第114号 ケーソン上蓋貸与等に適用 P102
貸与材料（請求・受領・返納）内訳書 甲第114号の2 ケーソン上蓋貸与等に適用 P103
工種別内訳書 甲第115号 P104
施工体制台帳及び施工体系図 甲第116号 P105

施工体制台帳 甲第117号
（参考様式）施工体制台帳
下請負者に関する事項

P106

再下請負通知書 甲第118号
（参考様式）再下請負通知書
再下請負に関する事項

P108

施工体系図兼安全衛生協議会組織図 甲第119号 （参考様式） P127
共同企業体構成会社主任技術者等氏名 甲第121号 P128
改善報告書 甲第122号 P129
労働者災害補償保険加入確認書 甲第123号 P130
材料検査請求内訳書 甲第125号 P131
材料使用量確認申請書 甲第126号 P132
（ ）確認内訳調書 甲第127号 P133
監督員資料提出届 甲第128号 P134
段階別部分払出来高率表(建築） 甲第129号 P135
基本計画書 甲第130号 P136

（ ）の報告書 甲第132号
様式に定めの無い事項の報告に
使用

P137

作業員名簿 甲第133号 （参考様式） P138
材料搬入予定調書 甲第134号 P139
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別表２ 委託契約（測量・調査・設計等）に係る書類 

 
 

名　称 様　式 適　用 ページ
前払金等請求確認書 統一５ P26

前払金請求書 統一６ P28

既済部分検査請求書 統一10 P37

承諾書 統一17 P51

完了届 統一29 P69

代理人及び主任技術者通知書 統一32 P141

種別内訳書（総括書） 乙第101号 P143

種別内訳書 乙第102号 P144

工程表 乙第103号 P145

技術者及び協力会社届監理業務技術者届 乙第104号 P146

身分証明書発行申請書 乙第105号 P147

身分証明書発行申請書　別記様式 乙第105号　別記 P148

既済部分出来高種別内訳書 乙第106号 P149

既済部分出来高種別内訳書 乙第107号 2回目以降に適用 P150

納品書 乙第109号 P151

納品内訳書 乙第110号 P152

請求書 乙第111号 P153

（　　）承諾申請書 乙第112号 P154

（協議・報告）書 乙第113号 P155

代理人、主任技術者及び照査技術者通知書 乙第114号 P156

経歴書（　） 乙第115号 P157

再委託（変更等）承諾申請書 乙第116号 (参考様式） P158

再委託先一覧表 乙第116号の2 (参考様式） P159

履行体系図 乙第116号の3 (参考様式） P160

保守点検結果報告書 乙第117号 P161

設計業務計画書 乙第118号 P162

建築士法第２２条の３の３の規定に基づく書面 乙第119号 P163

変更届 甲第113号 工事と同一様式とする P98

変更理由書（　） 甲第113号の2 工事と同一様式とする（参考様式） P100
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別表３ 単価契約に係る書類 

 
  

名　称 様　式 適　用 ページ

代理人等通知 丙第102号 必要のある場合 P166

支給材料（請求・受領・返納）書（第　回） 丙第103号 P167

施工内容確認申請書 丙第104号 P168

巡回故障調査完了届 丙第105号 P169

完了届 丙第106号 P170

工種別単価価格表 丙第108号 P171

支給材（請求・受領・返納）内訳書 丙第109号 P172

内訳書 丙第110号 P173

内訳書 丙第111号 街灯保守のみに適用 P174

巡回故障調査完了内訳書 丙第112号 P175

巡回故障調査報告書 丙第113号 P176

（完了・請求）内訳書 丙第114号 P177

（完了・請求）内訳書 丙第115号 街灯保守のみに適用 P178

請求書 丙第116号 P179

請求内訳書 丙第117号 P180

経歴書（　） 丙第118号 P181

変更届 甲第113号 工事と同一様式とする P98

変更理由書（　） 甲第113号
の2 工事と同一様式とする P100
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受注者等提出書類処理基準実施細目 
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受注者等提出書類処理基準実施細目 

 

 

制定 昭和61年4月1日 

改定 平成13年4月1日 

改定 平成20年4月1日 

改定 平成27年4月1日 

改定 平成27年6月25日 

改定 平成29年４月１日 

改正 令和３年４月１日 

改正 令和４年４月１日 

改正 令和５年４月１日 

改正 令和５年10月１日 

改正 令和６年４月１日 

改正 令和６年７月１日 

改正 令和７年４月１日 

 

 

（目 的） 

第１ 受注者等提出書類処理基準（以下「基準」という。）の実施に必要な細目を、この実施細

目により定めるものとする。 

 

（書類の処理） 

第２ 受注者等が提出する書類の処理方法は次のとおりとする。 

(1) 工事請負契約書の約款第9条第2項の権限を有する現場代理人は、受注者等に代わって

工事の施行に関する書類を提出することができる。 

(2) 様式の「発注者宛」欄の記入にあたっては、「東京都契約事務の委任等に関する規

則」（昭和39年東京都規則第 130号）に基づいて記入すること。 

（参 考） 

発注者 

項目 

都 知 事 局 長 所 長 

備  考 
財務局契約 

港湾局 

契約 

事務所 

契約 

土木工事 

請負契約 

2億5,000 

万円以上 

2億5,000 

万円未満
 

しゅんせつ、造園、運動施設、一般塗装、橋り

ょう塗装、道路標識設置は 1 億 5,000 万円以上

財務局契約 

建築工事 

請負契約 

3億5,000 

万円以上
 

3億5,000 

万円未満
 

ひき家・解体、防水、金網さくは 1 億 5,000 万

円以上、コンクリートプレハブは 1 億 5,000 万

円以上財務局契約 

設備工事 

請負契約 

4,000 

万円以上 

4,000 

万円未満
  

委託契約
 2,000 

万円以上 

2,000 

万円未満
  

(3) 書類の提出時期及び提出部数は、別表４（書類提出時期・部数一覧表）によるものと

する。 

(4) 書類提出の際の綴り方については、別表５（書類綴り一覧表）によるものとする。 

(5) 各様式の右上欄外は、工事主管課において適宜決裁欄を設けて処理すること。 
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(6) 書類の提出を不要とする場合又は簡素化する場合の取扱いは、別表６によるものとす

る。 

 

（処理経路） 

第５ 書類の処理経路は次のとおりとする。 

(1) 受注者等から提出された書類は、原則として担当監督員が受理すること。 

(2) 担当監督員等は、提出された書類の内容を点検し、すみやかに所定の手続を取るこ

と。 

 

（提出期限） 

第６ 契約及び報告等に必要な書類は、別に期限が定められているものを除き、その書類提出の

必要が発生した時点から５日以内に提出すること。ただし、東京都の休日に関する条例

（平成元年東京都条例第10号）第１条に定める休日（土日・祝日・12月29日～1月3日）の

日数は、これに算入しないものとする。 

 

（附則） 

この細目は、令和７年４月１日から適用する。 
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却
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契約 工事請負契約書 契約後 5 ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○
現場代理人及び主任技術者等通知書等 着手時 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
建設業退職金共済制度加入届等 着手1か月以内 1 ○ 1 ○ 1 ○
変更届、変更理由書（） 下請契約後 1 ○ 1 ○ 1 ○
前払金等請求確認書 着手時 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○
前払金請求書 請求時 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○
請求・通知・報告・協議書 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○
協議・報告書 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○

提出書類 施工計画書、施工体制台帳等 契約後 1 ○ 1 ○ 1 ○
承諾 （　）承諾申請書 その都度 2 ○ ○ 2 ○ ○ 2 ○ ○

施工管理記録等報告書 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○
（　）記録の報告書 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○

計画及び検査 材料搬入予定調書等 契約後 1 ○ 1 ○ 1 ○
試験 材料検査請求書等 その都度 2 ○ ○ 2 ○ ○ 2 ○ ○
実績報告 材料搬入実績調書等 完了検査前 1 ○ 1 ○ 1 ○
試験委託 試験委嘱指定申請書 その都度 2 ○ ○ 2 ○ ○ 2 ○ ○
支給材料 支給材料請求・受領・返納書等 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○
貸与材料 貸与材料請求・受領・返納書等 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○
発生材 発生材報告書等 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○
主要資材 主要資材発注予定報告書等 契約後 1 ○ 1 ○ 1 ○

中間検査請求書等 その都度 4 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○
既済部分検査請求書 その都度 4 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○
既済部分出来高工種別内訳書等 その都度 4 ○ ○ ○ △ 4 ○ ○ ○ △ 3 ○ ○ △

請求 請求書 その都度 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○
認定請求書 その都度 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
工事履行報告書 認定請求書時 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
中間前払金請求書 その都度 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○

承諾書 その都度 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○

事故報告書 事故発生時 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
完了届 工事完了後 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
工事成果物納品書 工事完了後　 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○

請求 請求書 検査完了後　 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○
遵守証明 公共事業遵守証明書 工事完了後　 1 ○ 1 ○ 1 ○

変更届等 その都度 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○

契約書 契約後　 4 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○
建築士法第２２条の３の３の規定に基づく書面 契約後・その都度 2 ○ ○ 2 ○ ○ 2 ○ ○
代理人及び主任技術者等通知書等 着手時 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
設計業務計画書・工程表 着手時 1 ○ 1 ○ 1 ○
身分証明書発行申請書 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○
前払金等請求確認書 着手時 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○
前払金請求書 着手時 2 ○ ○ 2 ○ ○ 1 ○
既済部分検査請求書 その都度 4 ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○

承諾書 その都度 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○

完了 完了届等 委託完了後　 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
請求 請求書等 検査完了後　 2 ○ ○ 2 ○ ○ 2 ○ ○
納品 納品書等 委託完了後　 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○

単価契約書 契約後　 5 ○ ○ ○ ○ ○ 4 ○ ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○
材料 支給材料 支給材料請求、受領、返納書 その都度 1 ○ 1 ○ 1 ○

施工内容確認申請書 その都度 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
調査完了 巡回故障調査完了届 その都度 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
完了 完了届（契約額200万円以上） 工事完了後　 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○
請求 請求書 検査完了後　 3 ○ ○ ○ 3 ○ ○ ○ 2 ○ ○

注１  △ ︓請負者返却用は金額・出来高金額を記入しない
注２ 別に定めがある場合や監督員の指示がある場合はそれによる

契約

施工

完了

設計・測量・地質調
査等のみ

既済部分検査
一括変更、中止及び中止解
除

完了

単　　価　　契　　約

前払金

届出事項の変更
委託契約（設計・測量・地質調査等）

契約

完了
完了

前払金

施工

請求・通知・報
告・協議

施工管理記録

材料

中間検査

既済部分 検査

中間前払

一括変更、工事中止及び中
止解除
工事事故

書類提出時期・部数一覧表
別表４

財 務 契 約 局 契 約 所契約

提 出 時 期

提
出
部
数

保　管　先 提
出
部
数

保 管 先 提
出
部
数

保管先

工　事　の　請　負　契　約
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注  意  事  項 

 
 
１ 各様式のうち、「監理業務受託者」の欄（事務所名及び担当者名の欄）は、建築工事等に 

おいて、工事監理を委託した場合の監理技術者、および、工事監督補助業務委託を実施

した場合の補助監督員のみ記載すること 
 
２ 各様式の「工期」の欄には、工事請負契約書に記載された工期を記入すること。 
 
３ 「主要資材発注予定報告書」は、建築工事のみに適用する。 
 
４ 建設泥土の処理及びリサイクルを行うときは、「東京都建設泥土リサイクル指針」に定め

る書類を提出すること。 
 
５ 建設リサイクル及び建設リサイクル法に関する書類は「東京都建設リサイクルガイドラ

イン」及び「建設リサイクル法に関する工事実施要領（東京都）」によること。 
 
６ 国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）に関する書類は「東

京都環境物品等調達方針（公共工事）」によること。 
 
７ 各様式のうち、該当部分を丸で囲むこととなっている様式について、丸で囲む代わりに

不要な部分を削除することができる。 
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別表５－１

備考　　(P  )は、本文中のページを示す。
　　　　※1　単価及び金額欄には金額を記入しない。

書類綴り一覧表
（受注者が作成する書類）

契　　約 着　　手 前払金
施　　　　　　　　　　　工

請求・通知・報告・協議 提出 承諾 施工管理記録

工
事
の
請
負
契
約
１
／
３

作業員名簿
甲第133号
(P138)

その他

「変更施工計画書」
「溶接工の名簿」
等にも使用する。

設計図面

種別内訳書

甲第115号
(P104)

※1
建設業退職金
共済証紙購入
状況報告書
統一７の３

(P34)

掛金収納書
統一７の２

(P32)

経歴書

統一３
(P24)

特記仕様書

契約書（鑑） 建設業退職金

共済制度加入

届
統一７
(P30)

前払金等

請求確認書

統一５
(P26)

前払金

請求書

統一６
(P28)

請求・通知

報告・確認

書
統一１６
(P49)

協議・

報告書

統一２６
(P65)

施工計画書

(工程表含む)

統一２２
(P59)

( )承諾

申請書

統一２５
(P63)

「施工要領書」
その他各種承諾
申請書

( )記録の

報告書

統一２８
(P67)

共同企業体構成
会社主任技術者

等氏名

甲第121号

*JV工事の場合
（P128）

現場代理人

及び主任技

術者等通知
書

統一２
(P22)

施工体系図

甲第119号
(P127)

再下請負通知書

甲第118号
(P108･109)

施工体制台帳

甲第117号
(P106･107)

施工体制台帳
及び施工体系

図
甲第116号
(P105)

労働者災害補

償保険加入確

認書
甲123号
(P130）

（ ）の報告

書

甲132号
(P137)

改善報告書

甲122号
(P129)
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別表５－２

備考　　(P  )は、本文中のページを示す。
　　　　

書類綴り一覧表
（受注者が作成する書類）

支給材料 発生材 主要資材

材　　　　　　　　　　　　　料

使用量確認

工
事
の
請
負
契
約
２
／
３

計画及び検査 試　　験 実績報告 試験委託 貸与材料

材料検査
内訳書

甲第125号
(P131)

材料搬入予

定・実績
内訳書

甲第103号
（P76)

材料搬入予

定・実績
内訳書

甲第103号
（P76)

材料搬入
予定調書
甲第134号
(P139)

材料検査
請求書

統一２０
(P55)

材料搬入
実績調書
甲第102号
(P74)

試験委嘱
指定申請書
統一２３
(P61)

支給材料
請求・受領・

返納内訳書

統一１３
(P43)

支給材料
請求受領
返納書

統一１２
(P41)

貸与材料
請求・受領・

返納内訳書

甲第114号の2
（P103)

貸与材料
請求受領
返納書

甲第114号
(P102)

発生材報告
内訳書

統一１５
（P47)

発生材

報告書
統一１４
(P45)

主要資材発注
予定表

甲第101号
（P72)

主要資材発注

予定報告書
統一１８
(P53)

確認内訳調書
甲第127号
（P133)

材料使用量確
認申請書
甲第126号
(P132)

監督員資料提

出届
甲第128号

(P134)
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別表５－３

備考　　(P  )は、本文中のページを示す。
　　　　

工
事
の
請
負
契
約
３
／
３

検査 請求

書類綴り一覧表

遵守証明請求完了

（受注者が作成する書類）

中間検査
完了 届出事項の

変更

既済部分
中間前払

一括変更、工事中止及

び中止解除 工事事故

中間検査
内訳書

甲第104号
（P78)

中間検査

請求書

統一２１
(P57)

既済部分

検査請求書

統一１０
(P37)

既済部分

出来高工種

別内訳書
甲第105号
(P80)

既済部分

出来高工種

別内訳書
甲第106号
(P82)

請求書

甲第107号
(P84)

認定請求書

統一１１
(P39)

工事履行

報告書

甲第108号
(P88)

中間前払金

請求書

甲第109号
(P91)

承諾書

統一１７
(P51)

事故報告書

甲第110号
(P93)

完了届

統一２９
(P69)

工事成果物
納品書

甲第111号
(P95)

請求書

甲第107号
(P84)

公共事業

遵守証明書

甲第112号
(P97)

変更理由書
甲第113号

の２
（P100)

変更届

甲第113号
(P98)

段階別部分払

出来高率表

甲第129号
(P135)

※建築工事に
適用

基本計画書

甲第130号
(P136)
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別表５－４

備考　　(P  )は、本文中のページを示す。

委
託
契
約
（

測
量
・
調
査
・
設
計
等
）

に
係
る
書
類

         　※1　設計、測量、地質調査、磁気探査等(財務局経理部契約第一課所管の委託)の場合、単価及び金額欄には金額を記入しない。
　　　　※２　設計、測量、地質調査、磁気探査等(財務局経理部契約第一課所管の委託)の場合、添付しない。
　　　　※３　設計、測量、地質調査、磁気探査等(財務局経理部契約第一課所管の委託)の場合のみ提出する。

書類綴り一覧表
（受注者が作成する書類）

契　　約 着　　手 既済部分検査
一括変更、工事中

止及び中止解除
施工

完了 届出事項の
変更完了 請求 納品

乙第105号
別記

(P148)

身分証明書

発行申請書
乙第105号

(P147)

工程表
乙第103号
(P145)

履行体系図
乙第116号の3

(P160)
(参考様式)

既済部分

出来高種別
内訳書

乙第106号
または

乙第107号
（P149・150)

監理業務技術

者等届
乙第104号
(P146)

経歴書

乙第115号
(P157)

設計図面

特記仕様書

代理人及び
主任技術者

通知書
統一３２
(P141)

※照査技術者を指

定する場合は、乙

第114号(P156)

既済部分

検査請求書

統一１０
(P37)

種別内訳書

乙第102号
(P144)

※1

種別内訳書
（総括書）

乙第101号
(P143)

委託契約書
（鑑）

承諾書

統一１７
(P51)

種別内訳書

（総括書）
乙第101号

(P143)

工程表

乙第103号

(P145)

完了届

統一29
(P69)

種別内訳書
乙第102号
(P144)
※２

種別内訳書
（総括書）
乙第101号
(P143）

請求書

乙第111号
(P153)

保守点検結

果報告書

乙第117号
(P161)

変更理由書
甲第113号

の２
（P100)

変更届

甲第113号
(P98)

再委託先

一覧表
乙第116号の2

(P159)
(参考様式)

再委託承諾

申請書
乙第116号
(P158)

※再委託を

行う場合

(参考様式)

設計業務計画

書
乙第118号
(P162)

前払金請求書
統一６ ※３

(P28)

納品内訳書

乙第110号

(P152)

納品書

乙第109号
(P151)

承諾申請書

乙第112号

(P154)

前払金等

請求確認書

統一５※３
(P26)
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別表５－５

備考　　(P  )は、本文中のページを示す。

届出事項の
変更

書類綴り一覧表
（受注者が作成する書類）

請求

単
価
契
約

契　　約 着　　手
調査完了 完了

施工
完了材料

支給材料

※必要な図面、
計算書等設計図面

工種別単価

価格表
丙第108号

(P171)

経歴書
丙第118号

(P181)

特記仕様書

代理人等

通知書

丙第102号
(P166)

単価契約書
（鑑）

巡回故障調査

報告書
丙第113号

(P176)

巡回故障調査

完了内訳書

丙第112号

(P175)

巡回故障

調査完了届

丙第105号
(P169)

支給材料

請求・受領・
返納内訳書

丙第109号

（P172)

支給材料

請求受領

返納書
丙第103号
(P167)

内訳書
丙第110号

または
丙第111号

（P173)

施工内容

確認申請書

丙第104号
(P168)

完了請求内

訳書
丙第114号

丙第115号
(街灯保守)

(P177･178)

請求内訳書

丙第117号
(P180)

請求書

丙第116号
(P179)

完了請求

内訳書
丙第114号
または

丙第115号
(P177･178)

完了届

丙第106号
(P170)

変更理由書
甲第113号

の２
（P100)

変更届

甲第113号
(P98)
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別表６ 

書類の提出を不要とする場合又は簡素化する場合の取扱いについて 

 
書類の提出を不要とする場合又は簡素化する場合の取扱いは下表を基本とする。 

 

 

提出不要 簡素化

1 【統一3】
経歴書

○

・監理技術者が監理技術者資格者証を提示した
場合には、提出不要。
・主任技術者等（監理技術者を除く）は、その
資格に必要な資格者証書、合格証明書、免許
証等の写しの提出が必要
・また、主任技術者等は、仕様書等で特に定めら
れた資格がある場合には、その資格に必要な資格
者証書、合格証明書、免許証等の写しの提出が
必要
・なお、コリンズで確認することができない現場代理
人及び主任技術者等の職歴を監督員が把握する
必要がある場合には、必要に応じて受注者に提出
を求めることがある。

2
【統一7-2】
掛金収納書 ○

・標識の掲示状況写真は、監督員が現場で確認
できるため、書類の提出は不要として、様式修正
（令和３年３月）
※証紙等購入の証として、掛金収納書の提出は
必要

3
【統一18】
主要資材発注予定報告書 ○

・主要資材の発注予定を施工計画書等に記載す
る場合は、提出不要

4
【統一25】
承諾申請書 ○

・材料承諾時において、材料の仕様をJIS等で指
定している場合に、当該証明書のみで材料等の概
要が分かるものやＷＥＢ上で資料を公開している
ものはURLを記載することで、カタログ等の添付を
省略

5
【甲第101号】
主要資材発注予定表 ○ ・発注予定表を施工計画書に記載する等で、提

出不要

6
【甲第102号】
材料搬入実績調書 ○

・使用材料のパンフレット等をURLを記載すること
で、書類の提出は不要

7
【甲第126号】
材料使用量確認申請書 ○ ・施工計画書等に記載することで、提出不要

8 【甲第134号】
材料搬入予定調書 〇 ・材料の搬入予定を施工計画書等に記載する場

合は、提出不要

名　称　【様式番号】
分　類

備　考
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（別　記）

１　工事請負契約

注：書類の作成に当たっては、最新の様式を確認して作成すること。 
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殿

住所
受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　現場代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

まで

事務所名 担当者名 　

　

　

現場代理人及び主任技術者等通知書
　　　　年　　月　　日

文　書　番　号
（工事番号）

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

連絡先メールアドレス

工事件名 　

工事場所 　

契約金額
　

#VALUE!

契約年月日 　 工　　　期 　

技術者分類 技　術　者　氏　名 建設業法上の該当資格に○を付ける。 備　　　考

現場代理人氏名
ふりがな

現場代理人と主任技術者、監理技術
者又は監理技術者補佐は兼任できる。　

(連絡先メールアドレス)

主任技術者氏名

ふりがな
 建設業法第７条

第２号のイ・ロ・ハ

監理技術者氏名

ふりがな
 建設業法第１５条 ※資格者証（監理技術者講習修了履

歴）を監督員に提示すること。
 第２号のイ・ロ・ハ

監理技術者補佐氏名

ふりがな ・建設業法第１５条
　第２号のイ・ロ・ハ
・　　　　　　　　　

専門技術者氏名
ふりがな

 建設業法第７条 （）内には専門技術者を置いて施工す
る工事の建設業法上の区分を記入す
る。（　　　　）  第２号のイ・ロ・ハ

資格は別紙経歴書に記入する。

統一２

　　 ２　監理技術者が監理技術者資格者証を提示した場合には、経歴書の添付は不要。

ふりがな

受注者(JVの場
合幹事会社)の
許可区分等

土木一式・建築一式・電気・管・鋼構造物・舗装・機械器具設置・造園
水道施設・その他（　　　　　　　　　　）
大臣・知事　　特定・一般　　第　　　　　　　号

監理業務受託者 　　　

　注１　受注者(JVの場合幹事会社)の許可区分等の欄は、監理技術者を設置した場合のみ記入すること。

電気保安技術者氏名

ふりがな
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ふ　り　が　な
氏　　　　名

〜 年　　月

資　　　　格

統一３

年　　　　月
学　　　　歴

経　　歴　　書 （　）

注　１　この様式は、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハによる学歴、実務経験若しくは資格又は仕様書等で指定されている資
　　　　格若しくは実務経験等を提示する際に使用する。
　　 ２　表題の（　）内には、主任技術者等該当する技術者分類の名称を記入すること。
　　 ３　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる場合等、求められる資格を有
　　　　することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。
　　 ４　職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者はその資格に必要な実務経験について、仕様書等で必要
　　　　な実務経験等が指定されている場合はその実務経験について、それぞれ記載すること。
　　 ５　主任技術者等（監理技術者を除く）は、資格欄にその資格に必要な資格者証、合格証明書、免許証等について、仕様
　　　　書等で特に定められた資格がある場合にはその資格について、それぞれ記載すること。また、当該資格の証明書等の写しを添
　　　　付すること。
　　　　ただし、監理技術者資格者証による場合、実物を提示し監督員の確認を受けた場合には、資格者証の写しの添付は不要と
　　　　する。
　　 ６　監理技術者は、原則として監理技術者資格者証（監理技術者講習修了履歴）の実物を監督員に提示することとし、この
　　　　経歴書の提出は不要とする。

職　　　　歴
年　　月

年　　　　月
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統一３  

 

 

                       経 歴 書（○○○○）  

 

 

 

                          

ふ  り  が  な      ○○○○    ○○○○ 

                         氏  名 ○○ ○○          

      

 

                                                   

 

 

 

 

                                         学  歴 

 

    昭和○○年○月   ○○○○卒業                         

      

 

 

 

 

                                         職  歴 

 

    昭和○○年○月          株式会社○○○○コンサルタント         

                  

     昭和○○年○月～昭和○○年○月  ○○○○設計 東京都○○局 

 

 

 

                                         

 

                                         

 

 

 

                                         資  格 

 

     昭和○○年○月      技術士（建設部門）                   

           

      

 

 

注 1 表題の（  ）内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。 

    2 学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる 

     場合等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。 

  3 職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者等については、その資格 

   に必要な実務経験について、また仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はその 

     実務経験について記載すること。 

    4  資格欄には、建設業法による主任技術者等については、その資格に必要な資格者証、合格 

     証明書、免許証等について、また仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格に 

     ついて記載すること。 

    5  専任の監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証(写)の様式を用いて監理技術者資格 

   者証の写しを添付すること。 

求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載します 

職歴とともに資格に必要な実務経験、仕様書等で必要な実務経験等が指定さ

れている場合はその実務経験についても記載します。 

技術士、RCCM 等を記載します 

代理人、主任技術者、照査技術者等の別

を記載します 

設計・測量・地質調査の場合 
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統一５

文書番号
（工事番号）

　 年 　　月 　　日

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　下記の工事に関する前払金等の請求については確認欄のとおりです。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

注　１　前払金等請求確認欄は、該当する項目の番号を○で囲む。
　　２　前払金を請求しない場合は、中間前払金を請求できない。
　　３　中間前払金を請求する場合は、部分払は請求できない。

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

前払金等
請求確認欄

前　　払　　金 中　間　前　払　金 部　　分　　払
１　請求する。

２　請求しない。

１　請求する。

２　請求しない。

１　請求する。
２　請求しない。
３　本工事は部分払対象外。

　

　

前払金等請求確認書

　

　

文書番号
（契約番号）

　
（　）
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統一６

殿

住所

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　保証証書を提出したので下記のとおり前払金を請求します。

￥

２　契約番号

３　契約件名

４　契約金額 ￥

５　前払金の率 契約金額の 40 ％

６　請求根拠 契約条項第 34 条

（限度額　     ）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　   ）

　

　

　

#VALUE!

前払金請求書
　　年　　月　　日

　

記

１　請求金額 0 -

　

住所・

28
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統一７

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

を添えて届け出ます。

まで

　・上記添付書類のうち、掛金収納書、建設業退職金共済証紙購入状況報告書のいずれかを提出
　　できない場合は、提出出来ない書類名称及び提出できない理由を下記に記載すること。
　・建設業退職金共済制度に非加入の場合は他の共済制度（中小企業退職金共済制度等）に加入
　　している状況を下記に記載し証明する書類を添付し提出すること。

事務所名 担当者名

文書番号
　

（工事番号）

建設業退職金共済制度加入届
　　年　　　月　　　日

・掛金収納書
・建設業退職金共済証紙
　購入状況報告書

　

　建設業退職金共済制度の加入について、

　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

工事件名 　

監理業務受託者 　　　

工事場所 　

契約金額
　

#VALUE!

契約年月日 　 工　　　期 　
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統一７の２

注１　元請業者は、下請業者の要する共済証紙分を含めて購入し、その掛金収納書を添付する。
注２　下請業者が自ら証紙を購入する場合については、下請業者に建設業退職金共済証紙購入状況
　　報告書により計算した額の共済証紙を購入するよう指導し、その掛金収納書を添付する。

掛　金　収　納　書
　掛金収納書（下請業者が自ら証紙を購入した場合の掛金収納書を含む）を下記に添付すること。

32
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統一７の３

（ 該当項目を○で囲む）

２の該当項目（Ａ Ｂ）について、以下により共済証紙・退職金ポイント購入額を算出する。

 /

④対象工事における労働者の加入率 ％

建設業退職金共済証紙購入状況報告書
1　工事種別及び総工事費

工　事　種　別 総工事費 契約金額 無償支給材料評価額

3　共済証紙・退職金ポイント購入額の算出

　注１　工事種別は、独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部ホームページ（以下
「建退共ＨＰ」という。）を参照する。
　　　https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki02.html
　　２　総工事費＝契約金額＋無償材料評価額
　　３　契約金額には消費税及び地方消費税額を含む。

2　共済証紙・退職金ポイント購入額算出方法

¥ 　 ¥

購入額算出方法 A 建設業退職金共済制度加入労働者（加入労働者）及びその就労
予定日数が分かっている場合

B 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合

②総工事費

A 　加入労働者及びその就労予定日数が分かっている場合

①加入労働者の就労予定日数の総和　　　

②掛金日額

 人

 円／人

③購入額（①×②）

B 　加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合

①工事種別

¥

¥

（千円未満を増額調整し、掛金日額で割り切れる額とする）

注１　工事種別及び「掛金納付の考え方」の表の率については、建退共ＨＰを参照する。
　２　対象工事における労働者の加入率は、受注者が適切に設定する任意の率とする。（記載の50%は参考例。
　　建退共ＨＰ参照）

③「掛金納付の考え方」の表の率 1000

50

⑤購入額（②×③×④/70％） ¥
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統一１０

回）

殿

住所

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

（第　回） を請求します。

契約件名

契約確定日

注　「監理業務受託者」及び「担当者名」の欄は、該当がない場合は使用しない。

　

( \ 0 - )
¥0 -

　 　年　　 月　　 日
　

既済部分検査請求書（第

下 記 契 約 の 既 済 部 分 検 査

既済部分
の支払を

受ける根拠

契約番号 　

　

　 既受領額
（うち前払金額）契約金額

　 工期、履行期間又
は履行期限 　 まで

　契約条項 第　　　　条

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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統一１１

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

　下記の工事について、中間前払金の請求をしたいので、要件を満たしていることの認定を請求します。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

摘　　要

　 前払金額 ¥ 0 -

　

認定請求書
 　年　　 月　　 日

　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

　

　 工　　　期 　 まで

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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統一１２

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

請求
受領
返納

請求します。
受領しました。
返納します。

　

支給材料 書（第1回）

　

　 年　　 月　　 日
　

下記のとおり支給材料を

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

　

支給材料 　別紙記載のとおり

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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統一１３

支給材料（請求・受領・返納）内訳書

支給材料品名 形状寸法 単
位 総　数　量 前回までの

受領数量
今回(請求・受領

・返納)数量 累　計 残数量
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統一１４

文書番号
（工事番号）

（第　回）

殿

住所
受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　下記の工事に際し、別紙の発生材が生じたので報告します。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

　

　

　 年　　 月　　 日
　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

　

発生材報告書

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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統一１５

形状寸法 数量 単位 摘要

発　生　材　報　告　内　訳　書

発生材品名

47
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統一１６

文書番号
（工事番号）

書

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

下記工事について工事請負契約書の第　　条　　項により します。
請求・通知

 
報告・協議

　

請求・通知
 
報告・協議

内容

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　\   -）

　 工　　　期 　 まで

¥0 -

　

　

請求・通知
 

報告・協議
 　年　 　月　 　日
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統一１７

　 年　　 月　　 日

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　

承　諾　書

　

　　　　　年　　月　　日付　　　　第　　　　　号による　　　　　　　については異議がないので承諾します。
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統一１８

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

　

　下記の工事に使用する主要資材を別紙のとおり発注する予定なので報告します。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

　

　

　 年　　 月　　 日
　

現場代理人氏名

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

主要資材発注予定報告書

　

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで
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統一２０

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）
現場代理人氏名 　

　下記のとおり材料検査を請求します。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

検査員職氏名

立会職員職氏名

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

　

　 年　　 月　　 日
　

材料検査請求書（第1回）

　

　
#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

検査場所

検査対象材料

検査年月日 　　年　　月　　日

監理業務受託者 事務所名 　 担当者名 　
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統一２１

殿

住所

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現場代理人氏名 　

　下記のとおり中間検査を請求します。

契約件名

契約金額

契約確定日

検査員職氏名

立会職員職氏名

契約番号 　

　

　

中間検査請求書
　 年　　 月　　 日

　

　

　 工　　　期 　 まで

検査場所

検査対象

検査年月日 　　年　　月　　日

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

57



58



統一２２

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現場代理人氏名 　

　下記工事について別添施工計画書を提出します。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

注　　この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策計画書等の
　　書類の提出にも使用する。

　

　

　

　 年　　 月　 　日
　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

施　工　計　画　書

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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統一22    

   

   

   

 文 書 番 号          

 (工事番号)  ○○工事第○○号    

   

 
                          施 工 計 画 書 

 

   

                                                                ○○年○○月○○日  

   

   東京都知事  

     東京 太郎 殿  

   

   

   

                                                     住所東京都新宿区西新宿○丁目○番○号  

                                               受注者  

                                                     氏名○○○○建設株式会社        

                                                        代表取締役社長 ○○ ○○  

                                                         

   

                                               現場代理人氏名 △△ △△    

   

  下記工事について別添施工計画書を提出します。  

   

    

 文 書 番 号  １２港総財-第１２３号  

 （ 契 約 番 号 ） （１２－１２３４５）  

    

    

 工 事 件 名  令和○○年度○○○○○○○○○○  

    

    

 工 事 場 所  東京都品川区港南○丁目○番○号  

    

    

 契 約 金 額  ￥１７８，２００，０００－  

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥１３，２００，０００－ ）  

      

 契 約 年 月 日        ○○年○○月○○日 工     期 ○○年○○月○○日まで  

      

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名    

 注 この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策計 

  画書等の書類の提出にも使用する。  

 

 

 

監督員に確認してください。 

契約書に書かれている

発注者名 
所長の場合もあります 

提出日 

契約書に書かれている住所・氏名 
 

契約書に書かれている契約番号 
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統一２３

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現場代理人氏名 　

　下記の試料の試験について委嘱機関の指定を申請します。
文書番号

（契約番号）
件名又は用途

試料名

呼び名（種類）

産地又は製造者

検査員職氏名

　上記申請書により申請のあった件について、下記のとおり指定します。

試験委嘱機関

試験項目

成績通知先

試料数

採取年月日

採取場所

封印者の氏名

　

　

試験委嘱指定申請書
　 年　　 月　　 日

（検査員）

　
（　）

　

備考 (セメント・コンクリート材令　　日)

試験委嘱指定書
　 年　　 月　　 日

試料採取対象数量

　　年　　月　　日

電話
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統一23    

   

   

 文 書 番 号          

 (工事番号)  ○○工事第○○号    

   

 
                           試験委嘱指定申請書 

 

   

                                                                ○○年○○月○○日  

   

      検査員        殿  

   

                                                     住所 東京都新宿区西新宿○丁目○番○号  

                                               受注者  

                                                     氏名 ○○○○建設株式会社        

                                                         代表取締役社長 ○○ ○○  

                                                         

                                               現場代理人氏名  △△ △△    

   

  下記の試料の試験について委嘱機関の指定を申請します。  

 文 書 番 号         １２港総財-第１２３号  

 （ 契 約 番 号 ） （１２－１２３４５）  

 件 名 又 は 用 途        令和○○年度○○○○○○○○○○  

 試 料 名        コンクリート  

 呼び名（種類） ＢＢ２４２Ｂ  

 産地又は製造者 ○○○○○○  

    

 備     考                               （セメント・コンクリート材令○○日）  

    

   

 
                               試験委嘱指定書 

 

   

   

                                                                  年  月  日  

   

   

                                           検査員職氏名                

   

   

   

  上記申請書により申請のあった件について、下記のとおり指定します。  

 試 験 委 嘱 機 関          

 試 験 項 目          

 成 績 通 知 先          

 試 料 数         試料採取対象数量   

 採 取 年 月 日         令和  年  月  日  

 採 取 場 所          

 封 印 者 の 氏 名         電     話   

監督員に確認してください。 

契約書に書かれている

住所・氏名 

提出日 

コンクリート、アスファルト等、試料名を記入します 
コンクリート強度等を記入します 

 
 
 

この欄は監督員に確認してから記入してください 

契約書に書かれている契約番号 

62



承諾申請書

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現場代理人氏名 　

（ ）の承諾を申請します。

　上記の件について承諾します。
　　現場代理人　殿

氏名 　

注１　この様式は、仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。
　２　（　）内には、工事記録写真撮影計画、製作方法、基礎杭頭部切断、材料等と記載する。

工事件名 　

統一２５

文書番号
（工事番号） 　

　 年　　 月　　 日
　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

（ ）

下記工事について、別添

　　　　年　　月　　日

工事場所 　

契約金額
#VALUE!

契約年月日 　 工　　　期 　 まで

　

（工事主管課長）

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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統一２６

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）
現場代理人氏名 　

工事件名

工事場所

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

内容協議
報告

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

　

　　下記の工事について　　　仕様書　　　　に基づき します。協議
報告

　

　

書
　 年　　 月　　 日

協議
報告
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統一２８

文書番号
（工事番号）

記録の報告書

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現場代理人氏名 　

　下記工事の （　）記録を報告します。

工 事 件 名

工 事 場 所

注　　１　　この様式は、工事施工管理基準に基づく材料の試験成績表、出来形の測定結果表等の堤
　　　　　　出、絶縁・水圧試験等の報告に使用する。
　　 　２　　（　　　）内には、路盤材料の試験、アスファルト混合物の試験、擁壁工の出来形管理、絶縁
　　　　　　試験等と記載する。

備 考

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

　

　

 　年　 　月　 　日
　

文 書 番 号
（ 契 約 番 号 ）

　
（　）

　

　

（　）
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統一２９

殿

住所

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

　　下記の件について、完了したので届け出ます。

注　１ 東京都契約事務規則第51 条の規定により検査調書を作成する場合は、「検査年月日」、
　　　　「検査員職氏名」、「契約担当者等職氏名」の各欄を斜線により抹消すること。
　 　２ 「監理業務受託者」及び「担当者名」の欄は、該当がない場合は使用しない。

　

契約番号 　

　

　

完　了　届
　 年　　 月　　 日

　

契約担当者等
職　　氏　　名

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

　　年　　月　　日 監　督　員
職　氏　名

　

　

受付年月日

検査年月日

契約件名

契約金額

契約確定日

完了年月日

備　考

工期、履行期間
又は履行期限

　　年　　月　　日 検　査　員
職　氏　名

まで

69



70



71



別記様式甲第１０１号

製　作　者　名 代　理　店 代　理　店　住　所 代理店電話 備　　　考

主　要　資　材　発　注　予　定　表
機　器　及　び　材　料
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別記様式甲第１０１号 

主 要 資 材 発 注 予 定 表 

機 器 及 び 材 料 製 作 者 名 代 理 店 代  理  店  住  所 代理店電話 備   考 

 

材料種目と品目を記入 

 

○○製作㈱ 

 

○○○㈱ 

 

○○区○丁目○番○号 

 

****－**** 
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別記様式甲第１０２号

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現場代理人氏名 　

　下記の工事に使用する材料の搬入実績は別紙のとおりです。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

監　督　員

職　氏　名
　

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

　

受領年月日 　年　　月　　日

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

　

　

材料搬入実績調書
年　　月　　日

　

文書番号
（契約番号）

　
（　）
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  別記様式甲第１０２号   

   

文 書 番 号      
  ○○工事第○○号 

   

(工事番号)    

  

                           材料搬入実績調書 
 

  

                                                              ○○年○○月○○日  

  

  東京都知事  

東京 太郎 殿  

  

  

  

                                                    住所東京都新宿区西新宿○丁目○番○号  

                                              受注者  

                                                    氏名 ○○○○建設株式会社        

                                                        代表取締役社長 ○○ ○○  

                                                        

  

                                              現場代理人氏名  △△ △△    

  

 下記の工事に使用した材料の搬入実績は別紙のとおりです。  

  

   

文 書 番 号  １２港総財-第１２３号  

（契 約番号） （１２－１２３４５）  

   

   

工 事 件 名  令和○○年度○○○○○○○○○○  

   

   

工 事 場 所  東京都品川区港南○丁目○番○号  

   

   

契 約 金 額   ￥１７８，２００，０００－  

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥１３,２００,０００－ ）  

     

契 約 年 月 日        ○○年○○月○○日 工     期 ○○年○○月○○日まで  

     

 

監 督 員            

                          受 領 年 月 日             年  月  日  

職 氏 名            

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名    

監督員に確認してください。 

契約書に書かれて

いる発注者名 
所長の場合もあり

ます 

提出日 

契約書に書かれている契約番号 

契約書に書かれている住

所・氏名 
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別記様式甲第１０３号

予定 実績 試験 確認 照合 書類

（注）品質検査の方法欄には、標準的な応報の欄に◯印を付し、標準的な方法を変更して検査
　　　　 を行ったものあるときは、該当する検査方法の欄に対象数量を記し、摘要欄にその理由を
　　　　 記載する。

材料搬入予定・実績内訳調書
品名 形状

寸法
数量 単位 品質検査の方法

摘要
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   別記様式甲第１０３号 

                      材料搬入予定・実績内訳調書  

  品      名  形   状   数 量 単 位   品質検査の方法   摘     要  

   寸   法 予定 実績  試験 確認 照合 書類   

          
 

鉄筋コンクリート

用棒鋼 
D22 3  ｔ   ○   

 

           

           

鉄筋コンクリート

用棒鋼 
D22 3 3 ｔ   ○   

 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

（注）品質検査の方法欄には、標準的な方法の欄に○印を付し、標準的な方法を変更して検査 

 を行ったものがあるときは、該当する検査方法の欄に対象数量を記し、摘要欄にその理由を 

記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当しない方を消してください 

実績の記入例 

予定の記入例 

材料検査実施 
基準で確認し

てください 
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回数 種　　別 単位 総 数 量 既検査数量 検査年月日 今回検査数量 残 数 量 検査員職氏名 立会職員職氏名
監督員職氏名 摘　要

　

注　必要に応じて使用箇所の図面、その他の参考資料を添付すること。

別記様式甲第１０４号

中　間　検　査　内　訳　書
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別記様式甲第１０４号 

 

 注 必要に応じて使用箇所の図面、その他の参考資料を添付すること。 

中 間 検 査 内 訳 書 

回数 種  別 単位 総 数 量 既検査数量 検査年月日 今回検査数量 残 数 量 検査員職氏名 
立会職員職氏名 

監督員職氏名 
摘 要 

    
 

 

 
     

１ 土工 ｍ3 3,000 
0 

 

 
1,000 2,000    

    
 

 

 
     

    
 

 

 
     

    
 

 

 
     

    
 

 

 
     

２ 土工 ｍ3 3,000 1,000 ○年○月○日 1,000 1,000    

    
 

 

  
    

    
 

 

 
     

    
 

 

 
     

    
 

 

 
     

     
 

     

1 回目の記入例 

２回目の記入例 

前回の検査年月日 
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別記様式甲第１０５号

現在

出来高
金　額 出来高 金　額

内　　訳 　　円 　　％ 　　円

既済部分出来高工種別内訳書
今　回　既
済　部　分

出来高金額

出来高歩合

出来高年月日  　年 　月 　日

種　　別
形状・寸法 設　計

数　量
出来高
数　量

単位 摘要工　　種

注１　受注者は、金額・出来高金額欄を空欄のまま作成する。
　 ２　出来高（％）欄は、1.0％未満切捨とする。
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別記様式甲第１０５号 

                         既済部分出来高工種別内訳書 

 

  今  回  既   出来高歩合                       ％  

  済    部  分     

  出 来 高 金 額   出来高年月日    ○○年○月○日現在  

 

 種     別       出 来 高   

   工    種  形 状 寸 法   数 量 単位  金  額 出来高  金  額  摘  要  

    内   訳           円     ％        円   

請負契約額        
 

 護岸         

  本体工         

   コンクリート工         

    コンクリート

打設 

BB302C ３００ ｍ3  ５０    

    コンクリート

打設 

BB162B ６００ ｍ3  ４０    

           

           

           

           

           

           

           

           

           

 注１ 受注者は、金額・出来高金額欄を空欄のまま作成する。 

２ 出来高（％）欄は、 1.0％未満切捨とする。 

 

 
 

契約書中の工種別内訳書を写します 
 
 
 
 
 

書ききれない場合は 
ページを増やしてください 

 
 
出来高（％） 
＝（出来高数量）÷ 

（契約数量）×１００ 
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別記様式甲第１０６号

今回までの
出来高

金　額 出来高 出来高 金　額
内　　訳 　　円 　　％ 　　％ 　　円

既済部分出来高工種別内訳書

回数 今回既済部分
出来高年月日

前回までの
出来高　％

今回までの
出来高　％

今回までの出来高
金　　　　　　額

種　　別 形状
寸法

設　計
数　量

出来高
数　量

単位

前回まで
の

今回まで
の

摘要工　　種

注１　受注者は、金額・出来高金額欄を空欄のまま作成する。
　 ２　出来高（％）欄は、 1.0％未満切捨とする。
   ３　２回目以降の既済部分検査の場合に使用する。
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別記様式甲第１０６号 

                         既済部分出来高工種別内訳書 

 

  回  今回既済部分   前回までの   今回までの  今回までの出来高  

   数   出来高年月日    出来高    ％    出来高  ％  金      額  

       

 ○ ○○年○月○日    ○○％    

 

 種     別     前回ま 今回ま 今回までの   

      での での 出 来 高   

   工    種  形状寸法  数 量 単位  金  額 出来高 出来高 金   額  摘 要  

    内   訳           円     ％     ％        円   

請負契約額 
         

 護岸          

  本体工          

   コンクリート工          

    コンクリー

ト打設 

BB302C ３００ ｍ3  ５０ ６０    

    コンクリー

ト打設 

BB162B ６００ ｍ3  ４０ ６０    

            

            

            

            

            

            

            

 注１ 受注者は、金額・出来高金額欄を空欄のまま作成する。 

２ 出来高（％）欄は、 1.0％未満切捨とする。 

３ ２回目以降の既済部分検査の場合に使用する。 

 

 
 
 

契約書中の工種別内訳書を写します 
 

書ききれない場合はページを増やしてください 
 

 
 
 
出来高（％） 
＝（出来高数量）÷（契約数量）

×１００ 
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別記様式甲第１０７号

　　　　

殿

〒

受注者

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

下記のとおり請求します。

　取引年月日
　請求金額 ￥

１　契約番号

２　契約件名

３　契約金額(A) ￥

４　変更契約金額(B)￥

５　今回までの出来高金額(C) ￥

６　同上の90％以内の金額(D) ￥

７　既受領金額(E) ￥
￥

内訳
￥

又は
￥

８　既前払金の控除額(F) ￥

９　今回請求金額(G) ￥

－ －
中間前払金受領の場合は

－

10　未請求金額 ￥

－ －
注　必要のない項目は削除すること

#VALUE!

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

（T＋13桁の番号）

記

年　月　日

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　￥     ）

登録番号

(A)又は(B)

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　￥     ）

(A)又は(B) (E)

(E2)

×(E1) (C)

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　￥     ）

前払金(E3)

(A)又は(B) (E) (G)

　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

(D) (F)

0 -

前払金(E1)

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　￥     ）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　￥     ）

　

部分払金(E2)

年　　月　　日
請　　　求　　　書

　

住　　所

氏　　名
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別記様式甲第１０７号 

                                 請  求  書 

 
                                                                      年  月  日 
  東京都知事 

東京 太郎 殿 
 
 

                              〒１６３－○○○○ 
                      住  所 東京都新宿区西新宿○丁目○番○号 
                   受注者  
                      氏  名  ○○○○建設株式会社  印 
                                                代表取締役社長 ○○ ○○ 
                                           登録番号 T3-1234-5678-9876  

 
  下記のとおり請求します。 
 
                                           記 
 

取引年月日  令和○年○月○日 
   請求金額  ￥１８７，０００，０００－    
                  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１７，０００，０００－） 
 
    １ 契約番号  １２－１２３４５ 
      
    ２ 契約件名 令和○○年度○○○○○○○○○○ 
 
    ３ 契約金額 ￥１７８，２００，０００－ 
                     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１６，２００，０００－） 
 
    ４ 変更契約金額 ￥１８７，０００，０００－ 
                    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１７，０００，０００－） 

     
    ５ 既受領金額 ￥０－ 

                    
 

    ６ 今回請求金額 ￥１８７，０００，０００－ 
                    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１７，０００，０００－） 
          
 
    ７ 未請求金額￥０－ 
                      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥０―        ） 
                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この請求書は提出前に監督員の確認を受けてください 

工事完了後の請求（前払金、中間前払金、部分払金を受けていない場合） 

契約書に書かれている住所・氏名・印 
 

適格請求書発行事業者の登録の際に税務署長

から通知される番号（T＋13 桁の番号） 
登録を受けていない場合は「登録なし」と記載

してください 

契約書に書かれている発注者名 
所長の場合もあります 
 

貴社の収益認識基準の売上計上日

を記入してください 
 

押印する場合 
こちらの記載は不要 
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別記様式甲第１０７号 

                                 請  求  書 

 
                                                                      年  月  日 
  東京都知事 

東京 太郎 殿 

                              〒１６３－○○○○ 
                      住  所 東京都新宿区西新宿○丁目○番○号 
                   受注者 
                      氏  名  ○○○○建設株式会社  印 
                                                代表取締役社長 ○○ ○○ 
                                           登録番号 T3-1234-5678-9876 
 
  下記のとおり請求します。 
 
                                           記 
 

取引年月日  令和○年○月○日 
   請求金額  ￥２０，９００，０００－    
                  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１，９００，０００－） 
 
    １ 契約番号 １２－１２３４５ 
 
    ２ 契約件名 令和○○年度○○○○○○○○○○ 
 
    ３ 契約金額￥４９，５００，０００－ 
                       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥４，５００，０００－） 
 
    ４ 変更契約金額￥５０，６００，０００－ 
                       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥４，６００，０００－） 
     
 
    ５ 既受領金額 ￥２９，７００，０００－ 
                    前 払 金    ￥１９，８００，０００－ 
            内訳     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１，８００，０００－） 
                    中間前払金￥９，９００，０００－ 
                     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥９００，０００－） 

     
 
    ６ 今回請求金額 ￥２０，９００，０００－ 
                      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１，９００，０００－） 
          
 
    ７ 未請求金額￥０－ 
                      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥０－       ） 
                  
 
 
 
 
 
 
 

この請求書は提出前に監督員の確認を受けてください 

工事完了後の請求（前払金、中間前払金を受けている場合） 

契約書に書かれている発注者名 
所長の場合もあります 
 

契約書に書かれている住所・氏名・印 
 

適格請求書発行事業者の登録の際に税務署長

から通知される番号（T＋13 桁の番号） 
登録を受けていない場合は「登録なし」と記載

してください 

貴社の収益認識基準の売上計上日

を記入してください 
 

押印する場合 
こちらの記載は不要 
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別記様式甲第１０７号 

                                 請  求  書 

 
                                                                      年  月  日 
  東京都知事 
   東京 太郎 殿 
 

                              〒１６３－○○○○ 
                      住  所 東京都新宿区西新宿○丁目○番○号 
                   受注者 
                      氏  名  ○○○○建設株式会社  印 
                                                代表取締役社長 ○○ ○○ 
                                           登録番号 T3-1234-5678-9876 
 
  下記のとおり請求します。 
 
                                           記 
 

取引年月日  令和○年○月○日 
   請求金額  ￥４５，６３０，０００－    
                   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥４，１４８，１８２－） 
 
    １ 契約番号 １２－１２３４５ 
 
    ２ 契約件名 令和○○年度○○○○○○○○○○ 
 
    ３ 契約金額 ￥１７８，２００，０００－ 
                     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１６，２００，０００－） 
 
    ４ 変更契約金額 ￥１８７，０００，０００－ 
                     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥１７，０００，０００－） 
 
    ５ 今回までの出来高金額 ￥１４９，６００，０００－ 
 
    ６ 同上の90％以内の金額 ￥１３４，６４０，０００－ 
 
    ７ 既受領金額 ￥１０３，２５０，０００－ 
                    前 払 金     ￥７１，２００，０００－ 
                    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥６，４７２，７２７－） 
                    部分払金￥３２，０５０，０００－       
                    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥２，９１３，６３６－） 
 
    ８ 既前払金の控除額 ￥５６，９６０，０００－ 
                 71,200,000× 149,600,000   ＝56,960,000                                  
                   187,000,000 
 
    ９ 今回請求金額 ￥４５，６３０，０００－ 
                      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥４，１４８，１８２－） 
         134,640,000－56,960,000-32,050,000＝45,630,000 
 
    10 未請求金額￥３８，１２０，０００－ 
                      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額(税率10%)￥３，４６５，４５５－） 
                  187,000,000－71,200,000－32,050,000-45,630,000＝38,120,000 
 
         

この請求書は提出前に監督員の確認を受けてください 

部分払いを請求する場合 
契約書に書かれている発注者名 
所長の場合もあります 
 

契約書に書かれている住所・氏名・印 
 

貴社の収益認識基準の売上計上日

を記入してください 
 

適格請求書発行事業者の登録の際に税務署長

から通知される番号（T＋13 桁の番号） 
登録を受けていない場合は「登録なし」と記載

してください 

押印する場合 
こちらの記載は不要 
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（注） １　受注者は工事着手前に、予定進捗率を記入して提出する。
２　中間前金払認定請求時に、実施進捗率を記入して提出する。
３　工種及び工程表の欄は、適宜増減すること。

別記様式甲第１０８号

工　事　件　名 　

工　事　番　号 　 契約番号 　

工事履行報告書

月

工　　　　　期

工　　　　種 月 月 月 月 月 月 月 月 月

日間）

　　年　　月　　日

進捗率

（％）

予定進捗率（…）

実施進捗率（－）

記事欄

現場代理人 報告日　

月 月

　 〜 　 （
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別記様式甲第１０８号の２

・ 年 月 日現在出来高 ％

・ 経過日数 日

工 事 履 行 報 告 書

工事件名 　

工事番号 　 契約番号 　

（ 日間）

工　種　等 月 月 月 月 月 月

工　　期 　 〜 　
構成率

％
進捗率

％
出来高率

％
予定

月 月 月 月 月 月

実施
予定
実施
予定
実施
予定
実施
予定
実施
予定
実施
予定
実施
予定
実施
予定
実施

実施
予定

予定
実施

計

　

（注）１．この様式は、建築工事のみに使用する。
　　　２．前払金等請求確認書において、中間前払金を請求するとした場合、受注者は工事着手時
　　　　に、予定進捗率を記入して提出する。
　　　３．工種及び工程表の欄は適宜増減すること。
　　　４．工種別の分類項目及び工種別構成率は、監督員と協議による。
　　　５．中間前払金請求時の進捗率の記入に当っては、事前に監督員と協議すること。

現場代理人 報告日 　年　　月　　日

記事欄

進捗率
（％）

予定進捗率（　　）

実施進捗率（　　）
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  別記様式甲第１０８号 

 

                             工 事 履 行 報 告 書 

                                                  
   

   

   

   

   

 
工事件名 令和○○年度○○○○○○○○○○ 

 

 
工事番号 ○○工事第○○号 契約番号  １２－１２３４５ 

 

 
工    期    ○○年○○月○○日 ～   ○○年○○月○○日  （ ○○日間） 

 

 工      種 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 月 月 月 月  

 
準備工 

                                     

 
捨石撤去・復旧工 

                                     

 
地盤改良工 

                                     

 
片付け工 

                                     

 
 

                                     

 
 

                                     

 
 

                                     

 
 

                                     

 
 

                                     

 
 

                                     

  

進捗率 
予定進捗率

( 

  

) ７ １５ ２５ ３５ ５５ ７５ ９５ 100     

 

    

  (％) 実施進捗率

( 

  

) ７ ２０ ３０ ４０ ５５ ８０       

 

    

 記事欄   

            ・   ○○年 ６月３０日現在出来高８０％  

   

            ・ 経過日数 １２５日  

   

  現 場 代 理 人              △△ △△    報告日      ○○年○○月○○日  

 （注）1 受注者は工事着手前に、予定進捗率を記入して提出する。 

        2 中間前金払認定請求時に、実施進捗率を記入して提出する。 

    3 工種及び工程表の欄は、適宜増減すること。 

 

「工事着手届」を参照して下さい 
 契約書に記載されています 
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別記様式甲第１０９号

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　保証証書を提出したので下記のとおり中間前払金を請求します。

￥

２　契約番号

３　契約件名

４　契約金額 ￥

５　変更契約金額 ￥

６　中間前払金の率 契約金額の 40 ％

７　既前払金の受領額 ￥

８　請求根拠 契約条項第 34 条

　

中間前払金請求書

　年　　月　　日

　

記

１　請求金額 0 -

　

　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　      ）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　      ）

　

0 -

（限度額　    ）

#VALUE!

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　      ）

0 -
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別記様式甲第１０９号 

 

 

 

 

中 間 前 払 金 請 求 書 
 

                                                              年  月  日 

東京都知事 

 東京 太郎 殿 

 

 

                                                        〒１６３－○○○○ 

                                    住所  東京都新宿区西新宿○丁目○番○号 

                                受注者 

                                      氏名   ○○○○建設株式会社  印 

                             代表取締役社長 ○○ ○○ 

                  
 

 

 中間前払金保証書を提出したので下記のとおり中間前払金を請求します。 

 

                                       記 

 

 請 求 金 額       ￥７１，２００，０００－ 

          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥５，２７４，０７４－） 

 

 １ 契約番号 １２－１２３４５ 
 

 ２ 契約件名 令和○○年度○○○○○○○○○○ 

 

 ３ 契約金額 ￥１７８，２００，０００－                      

                 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥１３，２００，０００－） 

 

 ４ 中間前払金の率  契約金額の２０％ 

        （限度額１億８千万円） 

 

 ５ 既前払金の受領額 ￥７１，２００，０００－ 

                 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥５，２７４，０７４－） 

 

 ６ 請求根拠  契約約款第３７条の２     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都公共工事の中間前払金取扱要綱 第三 

・契約金額 36 億円未満の場合は契約金

額の 20％を超えない額、ただし、1 億

8000 万円を限度とする 

・契約金額が 36 億円以上の場合は契約

金額の 5％を超えない額 

契約書に書かれてい

る発注者名 
所長の場合もありま

す 
 

押印する場合 
こちらの記載は不要 
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別記様式甲第１１０号

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

まで

事故の直接責任者 職名 年令

工事現場主任技術者 職名 年令

（事故発生場所、発生時刻等）

担当者

　

　

文書番号
（工事番号） 　

　　年　　　月　　　日
事故報告書

工事件名 　

工事場所 　

受注者

契約年月日 　 所在地

事
故
発
生
の
原
因

及
び
経
過

履行期限 契約金額 　

工種

受
注
者

　

監理業務受託者 事務所名 　　　 　

事
故
に
よ
る

被
害
の
内
容

現
場
の
管
理
組
織

及
び
方
法

そ
の
他
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 別記様式甲第１１０号                                                                     

 文書番号  ○○工事第○○号  

(工事番号)   

  

事 故 報 告 書  
東京都知事                                                       ○○年○○月○○日  

 東京 太郎 殿  

                           住所東京都新宿区西新宿○丁目○番○号  

                                                受注者  

                           氏名○○○○建設株式会社      

                                                       代表取締役社長 ○○ ○○  

                                                      

 工 事 件 名           令和○○年度○○○○○○○○○○  

  工 事 場 所           東京都品川区港南○丁目○番○号  

  請 負 者           ○○○○建設株式会社  

  契 約 年 月 日          ○○年○○月○○日 所 在 地     新宿区西新宿○丁目○番○号  

  履 行 期 限          ○○年○○月○○日まで 契約金額  ￥１７８，２００，０００－  

   

   

  工 種            

   

   

 受 事故の直接責任者           職名  年令   

 注        

 者 工事現場主任技術者  職名  年令   

 事   

 故   

 発   

 生   

 の   

 原   

 因   

 及   

 び   

 経   

 過   

事被   

故害   

にの   

よ内   

る容   

現組   

場識   

の及   

管び   

理方   

  法   

 そ （事故発生場所、発生時刻等）  

   

 の   

   

 他   

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名    

事故の発生した工種 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
それぞれの項目を入力してください 

契約書に書かれている発

注者名 
所長の場合もあります 

契約書に書かれている住所・氏名 
契約書に押されている印 

提出日 

監督員に確認してください。 
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別記様式甲第１１１号

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

番号 数量
単位

担当者名

注　標準仕様書及び特記仕様書に明記されたもの等を記載すること。

文書番号
（工事番号） 　

工　事　成　果　物　納　品　書
　　年　　　月　　　日

　

　

種　　　類 仕　　　　様

現場代理人氏名

文書番号
（契約番号）

　
（　）

工事件名 　

　下記のとおり納入します。

摘 要

　

監理業務受託者 事務所名 　　　　
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  別記様式甲第１１１号                                                                     

 文書番号  ○○工事第○○号  

(工事番号)   

  

工 事 成 果 物 納 品 書  
  

東京都知事                                                        ○○年○○月○○日  

 東京 太郎 殿  

  

                           住所東京都新宿区西新宿○丁目○番○号  

                                                受注者  

                                                    氏名○○○○建設株式会社     

                                                       代表取締役社長 ○○ ○○  

                                                       

  

                                                   現場代理人氏名△△ △△    

  

 文 書 番 号  １２港総財-第１２３号  

（ 契 約 番 号 ） （１２－１２３４５）  

 工 事 件 名  令和○○年度○○○○○○○○○○  

   

  下記のとおり納入します。  

 番号 種               類 仕            様 
数量 

単位 
摘    要   

 
１ 工 事 し ゅ ん 功 原 図            Ａ１又はＡ２判マイラー原図 １式 

   

 
 

 
 

 

 

   

 
    

   

 
    

   

 
    

   

 
    

   

 
    

   

 
    

   

 
    

   

 

    

   

   

  

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名     

    注 標準仕様書及び特記仕様書に明記されたもの等を記載すること。 

監督員に確認してください。 

契約書に書かれている発注

者名 
所長の場合もあります 

提出日 

契約書に書かれている住

所・氏名 
 

 
 
 
 
 
 
 

標準仕様書・特記仕様書を確認してください 

契約書に書かれている契約番号 
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別記様式甲第１１２号

自 　 　至 　

　　年　　月　　日

名

名

１　備考

　　年　　月　　日

代表者名

　上記のとおり証明いたします。

　　年　　月　　日

公共職業安定所長

１　吸収設定数

受注者名
（会社名）

所在地

１　施行場所 　

１　施行期間

１　竣工年月日

１　発注者名 　　

公 共 事 業 遵 守 証 明 書

１　施工通知書整理番号

１　工事件名 　

　上記工事を竣功したことを届出いたしますので、公共事業への日雇労働者吸収要綱及び細則（昭和５１年７
月２３日東京都決定）による所定の事項を遵守したことを証明願います。

　

１　設定数に対する求人数
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別記様式甲第１１３号

　 年　 　月　　 日

殿

住所
受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）
から下記のとおり変更したので関係書類添付の上届け出ます。

　 まで

　変更内容別添付書類一覧表
区分

注１
　 ２

　　３　　　「監理業務受託者」及び「担当者名」欄は、該当がない場合は使用しない。

　監理技術者又は主任技術者の変更については、病気、退職等の理由により、就労できない場合等やむを得ないと判
断される場合に限り認める。

２
代表者変更

(1)登記簿抄本(変更月日を記入したもの)
(2)印鑑証明書

５
技術者変更

(1)現場代理人及び主任技術者等通知
書
(2)変更理由書（様式不問）

３
所在地変更

(1)登記簿抄本
　(移転及び変更月日を記入したもの)
(2)地番変更のみの場合は、役所の証明書

６
その他 監督員の指示による

１
名称変更

(1)登記簿抄本(変更月日を記入したもの)
　　正し合併の時は謄本
(2)印鑑証明書

４
印鑑変更 印鑑証明書

　１から４までの添付書類は、契約課発行の変更受付票の写しに代えることができる。

事務所名 　　　 担当者名 　

区分 変更内容別添付書類 変更内容別添付書類

工事件名 　

　契約金額

契約確定日 　 工　　期

変
更
区
分

事由 名称変更・代表者変更・所在地変更・印鑑変更・技術者変更
その他（具体的な事項を記入︓　　　　　　　　　　　　　）

新

旧

監理業務受託者

○○年○○月○○日

　

　

契約番号

　

文書番号 　
（工事番号）

変更届
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 別記様式甲第１１３号 

 

                                  変 更 届  
 
 
                                                                ○○年○○月○○日 
 東京都知事 
      東京 太郎 殿  
 
                                                   住所 東京都新宿区西新宿○丁目○番○号 
                                             受注者 
                                                   氏名   ○○○○建設株式会社     
                               代表取締役社長 ○○ ○○ 

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）
   令和○○年○○月○○日から下記のとおり変更したので関係書類添付の上届け出ます。 

 
契 約 番 号  １２－１２３４５ 

 工 事 件 名  令和○○年度○○○○○○○○○○ 

 契 約 金 額  ￥１７８，２００，０００－ 

 契 約 確 定 日 ○○年○○月○○日  工     期 ○○年○○月○○日 まで 

 
  変 
   更 
  区 
   分 

 
 事 由 

 名称変更・代表者変更・所在地変更・印鑑変更・技術者変更 
 その他（具体的な事項を記入：                    ） 

  新   

  旧  
  

 監理業務受託者  事務所名   担当者名   

 
 変更内容別添付書類一覧表  

 区   分   変 更 内 容 別 添 付 書 類  区   分  変更内容別添付書類 

 １  
 名 称 変 更 

 (1)登記簿抄本（変更月日を記入したもの） 
   但し、合併のときは謄本 
 (2)印鑑証明書 

 ４  
 印 鑑 変 更 

 
 印鑑証明書 

 ２  
 代表者変更 

 (1)登記簿抄本（変更月日を記入したもの） 
 (2)印鑑証明書 

 ５  
 技術者変更 

 (1)現場代理人及び主 
   任技術者等通知書 
 (2)変更理由書(様式不問) 

 ３  
 所在地変更 

 (1)登記簿抄本 
  （移転及び変更月日を記入したもの） 
 (2)地番変更のみの場合は、役所の証明書 

 ６  
 そ の 他 

 
 監督員の指示による 

 
 
 
 
 
 
 
 

変更前・後をそれぞれ記入します 

(1)は「統一 2」～「統一 4」 

(2)は甲第 113 号の 2 

契約書に書かれている発注者名 
所長の場合もあります 
 

提出日 

契約書に書かれている住

所・氏名 
契約書に押されている印 
 

契約書に書かれている契約番号 
 

工期、履行期間、履行期

限のうち適切なものを

を記入します。 
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別記様式甲第１１３の２号（参考様式）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

変更理由書 （　）

○○年○○月○○日

　

（変更理由）
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甲第１１３号の２（参考様式） 
                                                                
 
 
 

変更理由書（○○○○）  
 
 

                                            ○○年○○月○○日 
 

   東京都知事 
     東京 太郎 殿  
                                               
 
                                              住所 東京都新宿区西新宿○丁目○番○号 
                                        受注者    
                                              氏名  ○○○○建設株式会社      

                    代表取締役社長 ○○ ○○ 
 
 

 
 （変更理由）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

変更に至った経緯や理由等を詳細に記載してください 

監理技術者、主任技術者等 記入します 

契約書に書かれている発注者名 
所長の場合もあります 
 

契約書に書かれている住所・氏名 
 

提出日 
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別記様式甲第１１４号

文書番号
（工事番号）

書 （第　回）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日 　 工　　　期 　 まで

　

　

#VALUE!
　

貸与材料 　別紙記載のとおり

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　

　 年　　 月　　 日

　

請求
受領
返納

貸与材料

　

下記のとおり貸与材料を

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

請求します。
受領しました。
返納します。
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別記様式甲第１１４号の２

貸与材料（ 請求・受領・返納 ）内訳書

貸与材料品名 形状寸法 単
位 総　数　量 前回までの

受領数量
今回(請求・受領

・返納)数量 累　計 残数量
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別記様式甲第１１５号

種　　　　　別

単　　価 金　　額

内　　訳 円 円

1頁

工　種　別　内　訳　書

形状・寸法 数　　　量 単位 摘　　　　要工　　　種
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

）

　

　現場代理人氏名

別記様式甲第１１６号

施工体制台帳及び施工体系図
　年　　月　　日

　 殿

住所

受注者

氏名

　

契 約 年 月 日 工　　　　期 　

下記工事について別添施工体制台帳及び施工体系図を提出します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

工　事　件　名 　　

工　事　場　所 　

契　約　金　額 ￥ 　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　￥ #VALUE!

注１．この様式は、別記様式甲第１１７号、甲第１１８号等により作成した施工体制台帳及び施工体系
　　図を提出する場合に使用する。
　　　また、変更時の提出にも使用する。
注２. 下請負契約締結日より１０日以内に提出すること。変更時も同様とする。

監理業務受託者 事務所名 　 担当者名 　
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別記様式甲第１１７号（本様式は一例のため、（一社）全国建設業協会等が定めた様式も使用可能）

自
至

（記入要領）
１　この様式は、施工体制台帳作成特定建設者（元請）が作成し、一次下請を通じて提出される再下請負通知書（別記様式甲
　　第１１８号）を添付することにより、一次下請別の施工体制台帳として利用する。
２　専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必要な主任技術者
　　を記入する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は、専門技術者を兼ねることができる。
３　この様式に、以下の書類を添付すること。
　①　元請が都と契約した工事請負契約書の写し
　②　元請の主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐、専門技術者に関する以下の書類
　　１）監理技術者︓監理技術者資格証の写し
　　２）主任技術者、監理技術者補佐、専門技術者︓資格を証明するものの写し
　　３）自社の従業員であることを証明する書類等の写し（健康保険証等）
　③　作業員名簿（別記様式甲第１３３号）
　④　一次下請と締結した請負契約に係る契約書の写し（ただし、契約書には、建設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が
　　　網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。）

担当工事
内　　容

担当工事
内　　容

一号特定技能外国人
の従事の状況（有無） 有　　無 外国人建設就労者の

従事の状況(有無) 有　　無 有　　無外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

専　　門
技術者名

専　　門
技術者名

資格内容 資格内容

監理技術者名
主任技術者名

専　任
非専任 資格内容

監理技術者補佐名 資格内容

監督員名 権 限 及 び
意見申出方法

現　　場
代理人名

権 限 及 び
意見申出方法

  工事請負契約書記載のとおり
　書面による

発注者の
監督員名

（統括） 権限及び
意見申出
方　　法

　工事請負契約書記載のとおり
　書面による（主任）

（担当）

健康保険等の
加入状況

保険加入の有
無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外

事業所整理記
号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
元請契約
下請契約

工　　期 契約日

契　　約
営 業 所

区　　分 名　　　称 住　　　所
元請契約
下請契約

工事件名
及び

工事内容
　

発注者名
及び

所 在 地 〒

工事業 大　臣　特定
知　事　一般 第 号

　　年　　月　　日

施 工 体 制 台 帳
〔 会社名・事業者ID 〕

大　臣　特定
知　事　一般 第 号 　　年　　月　　日

〔 事業所名・現場ID 〕
〔  一 次 下 請 名  〕

建設業の
許　　可

許　可　業　種 許　可　番　号 認可（更新）年月日

工事業

　　年　　月　　日

a

b c d e
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）

自
至

１　主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。
２　専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必
　要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、
　専門技術者を兼ねることができる)
３　主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。
　①　経験年数による場合
　　１）大学卒〔指定学科〕　　　　　３年以上の実務経験
　　２）高校卒〔指定学科〕　　　　　５年以上の実務経験
　　３）その他　　　　　　　　　　　　　10年以上の実務経験
　②　資格等による場合
　　１）建設業法　　　　　　　　　　「技術検定」　　　　　　　　　　　　　　○級○○施工管理技士
　　２）建築士法　　　　　　　　　　「建築士試験」　　　　　　　　  　　　　○○建築士
　　３）建築士法　　　　　　　　　　「建築設備士試験」　　　　　　  　　　建築設備士
　　４）技術士法　　　　　　　　　　「技術士試験」　　　　　　　　  　　　　○○部門
　　５）電気工事士法　　　　　　　「電気工事士試験」　　　　　　  　　　第○種電気工事士
　　６）電気事業法　　　　　　　　　「電気主任技術者試験」　　　  　　　第○種電気主任技術者
　　７）水道法　　　　　　　　  　　　「給水装置工事主任技術者試験」　給水装置工事主任技術者
　　８）消防法　　　　　　　　  　　　「消防設備士試験」　　　　　　　  　○種消防設備士
　　９）職業能力開発促進法　   「技能検定」　　　　　　　　　　　　　  ○級○○技能士
　　10）その他　　　　　　　　　　　　「○○試験」　　　　　　　　　　　　 　 ○○士

※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕

資 格 内 容

担 当 工 事
内　　   容

一号特定技能外国人
の従事の状況（有無） 有　　無 外国人建設就労者の

従事の状況(有無) 有　　無 有　　無外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

主任技術者名※ 専　任
非専任 雇用管理責任者

資格内容 専門技術者名※

現場代理人名 安全衛生責任者名

権 限 及 び
意見申出方法 安全衛生推進者名

健康保険等の
加入状況

保険加入の有
無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
事業所整理記

号等
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

工事件名
及び

工事内容

工　　期 契約日

必 要 な 許 可 業 種 許　可　番　号 認可（更新）年月日

工事業 大　臣　特定
知　事　一般 第 号 年　　月　　日建設業の

許　　可

　

工事業 大　臣　特定
知　事　一般 第 号

別記様式甲第１１７号　続き

〔下　請　負　者　に　関　す　る　事　項〕

会社名
事業者ID 代表者名

住　　所
及び

電話番号

〒

（TEL　　　　　－　　　　－　　　　

年　　月　　日

a

b c e
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）

自
至

（記入要領）
１　この様式は再下請負契約がある場合使用する。
２　この様式は一次以下の下請負者が作成し、一次下請別の施工体制台帳の添付書類として利用する。
３　この様式に、再下請負者と締結した請負契約に係る契約書の写しを添付すること。（ただし、契約書には、建設業法第１９条第１項
　各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない。注文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。）

別記様式甲第１１８号（本様式は一例のため、（一社）全国建設業協会等が定めた様式も使用可能）

一号特定技能外国人
の従事の状況（有無） 有　　無 外国人建設就労者の従

事の状況(有無) 有　　無 外国人技能実習生の従
事の状況(有無) 有　　無

主任技術者名※ 専　任
非専任 資 格 内 容

資格内容 担 当 工 事
内　　   容

現場代理人名 雇用管理責任者

権 限 及 び
意見申出方法 専門技術者名※

監督員名 安全衛生責任者名

権 限 及 び
意見申出方法 安全衛生推進者名

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健康保険等の
加入状況

保険加入の有
無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
事業所整理記

号等
営業所の名称

建設業の
許　　可

必 要 な 許 可 業 種 許　可　番　号 認可（更新）年月日

工事業 大　臣　特定
知　事　一般

第 号 　　年　　月　　日

工事業 大　臣　特定
知　事　一般

第 号 　　年　　月　　日

〔自 社 に 関 す る 事 項〕

会社名 代表者名

工事件名
及び

工事内容

工　　期 注文者と
の契約日

住　　所
及び

電話番号

〒

（TEL　 ー　　　　ー

　　年　　月　　日

再下請負通知書
直近上位の
注文者名

直近上位の
現場代理人名

元請名称
・事業者ID

再下請負者
会  社  名

a

b c d e
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別記様式甲第１１８号　続き（本様式は一例のため、（一社）全国建設業協会等が定めた様式も使用可能）

）

自
至

〔再 下 請 負 関 係〕

会社名・事業者
ID 代表者名

住　　所
及び

電話番号

〒

（TEL　 ー　　　　ー
工事件名

及び
工事内容

工　　期 契約日

建設業の
許　　可

必 要 な 許 可 業 種 許　可　番　号 認可（更新）年月日

工事業 大　臣　特定
知　事　一般

第 号 　　年　　月　　日

工事業 大　臣　特定
知　事　一般

第 号 　　年　　月　　日

健康保険等の
加入状況

保険加入の有
無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
事業所整理記

号等
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

現場代理人名 安全衛生責任者名

権 限 及 び
意見申出方法 安全衛生推進者名

主任技術者名※ 専　任
非専任 雇用管理責任者

資格内容 専門技術者名※

※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕
１　主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。
２　専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必
　要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、
　専門技術者を兼ねることができる)
３　主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。
　①　経験年数による場合
　　１）大学卒〔指定学科〕　　　　　３年以上の実務経験
　　２）高校卒〔指定学科〕　　　　　５年以上の実務経験
　　３）その他　　　　　　　　　　　10年以上の実務経験
　②　資格等による場合
　　１）建設業法　　　　　　　　　　「技術検定」　　　　　　　　　　○級○○施工管理技士
　　２）建築士法　　　　　　　　　　「建築士試験」　　　　　　　　  ○○建築士
　　３）建築士法　　　　　　　　　　「建築設備士試験」　　　　　　  建築設備士
　　４）技術士法　　　　　　　　　　「技術士試験」　　　　　　　　  ○○部門
　　５）電気工事士法　　　　　　　　「電気工事士試験」　　　　　　  第○種電気工事士
　　６）電気事業法　　　　　　　　　「電気主任技術者試験」　　　  　第○種電気主任技術者
　　７）水道法　　　　　　　　  　　「給水装置工事主任技術者試験」　給水装置工事主任技術者
　　８）消防法　　　　　　　　  　　「消防設備士試験」　　　　　  　○種消防設備士
　　９）職業能力開発促進法　 　     「技能検定」　　　　　　　　　  ○級○○技能士
　　10）その他　　　　　　　　　　　「○○試験」　　　　　　　　　  ○○士

資 格 内 容

担 当 工 事
内　　   容

一号特定技能外国人
の従事の状況（有無） 有　　無 外国人建設就労者の従

事の状況(有無) 有　　無 外国人技能実習生の従
事の状況(有無) 有　　無

a

b c d e
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※上記記号は、施工体制台帳等における健康保険等加入状況欄の各項目右肩の番号である。

施工体制台帳、再下請負通知書等における
健康保険等加入状況欄記載にあたっての注意事項

a　各保険の適用を受ける事業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用
　を受ける営業所が複数あり、そのうちの一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員
　規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を○で囲む。

b　請負契約に係る営業所の名称を記載。

c　事業所整理番号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載。一括適用の承認に係る
　営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を記載。

d　事業所整理番号及び事業所番号を記載。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理番号
　及び事業所番号を記載。

e　労働保険番号を記載。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記
　載。

（参考）社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン

http://www.mlit.go.jp/common/000216921.pdf
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[参考１]  施工体制台帳等の整備について（解説） 
 
１ 施工体制台帳を整備するために 

 建設工事は、一般的に、各種専門工事の総合的な組み合わせにより施工するため、その
施工体制は重層化した下請構造を有しています。 
 こうした分業体制の下で適正かつ効率的な施工を確保するためには、発注者から直接建
設工事を受注した建設業者（元請）が一次下請のみならず、当該工事の施工に当たるすべ
ての下請負者の技術者、安全衛生責任者などを的確に把握・監督し、工事全体を管理する
ことが必要です。 
 元請が施工体制を十分把握していないと、工事が円滑に進まず、工程、品質、安全など
施工上のトラブルが発生しやすくなったり、不良不適格業者の参入、一括下請負、安易な
重層下請などにより、適正に管理がなされず生産効率の低下や品質低下を生じることにつ
ながります。 
 このため、建設業法並びに公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律では、
発注者から直接受注した公共工事を施工するために下請契約を締結する場合は、下請金額
にかかわらず、以下の３点を義務付けています。 
 
(1) 施工体制台帳を作成し工事現場に備え置く 
(2) 施工体制台帳の写しを発注者に提出する 
(3) 施工体系図を「工事関係者の見やすい場所及び公衆の見やすい場所」に掲示する 
 
 施工体制台帳には、建設業法により配置が必要な、一定の資格を有する技術者（監理技
術者又は主任技術者等）などについて元請・下請毎に記載され、適切な技術者が実際に現
場に配置されているか元請が把握できるようになっています。 
 そして、施工体制台帳の作成等を通じ、当該工事の施工に当たるすべての下請負者の状
況を把握すると同時にその責任関係を明確にすることができ、各下請負者が関係法令（建
設業法、労働安全衛生法等）に違反しないよう種々の指導をすることができます。 
 したがって、円滑に施工体制台帳を整備するためには、元請が関係法令を熟知するとと
もに施工体制台帳作成建設工事であることの周知、再下請負通知書の作成方法、有資格者
の配置、書面による契約の締結等について、下請負者を適切に指導する必要があります。 
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 ２ 工事現場における技術者の適正配置 
  (1) 監理技術者と主任技術者 

 元請が当該工事を施工するために総額5,000万円以上（建築一式工事にあっては、8,0
00万円以上）の下請負契約を締結する場合は、監理技術者資格者証の交付を受けた監理
技術者、それ以外の場合は、主任技術者を配置することが必要です。また、建設業許可
を持つ下請負者は、主任技術者の配置が必要です。 
 なお、監理技術者、主任技術者とも工事を施工する各所属会社と直接的かつ恒常的な
雇用関係にあることが必要です。 

 
 (2) 技術者の専任 

 都発注工事では、元請・下請の如何に係わらず、請負金額が4,500万円以上（建築一
式工事にあっては、9,000万円以上）の場合、監理技術者、主任技術者とも当該工事現
場に専任で配置することが必要です。 
 専任とは、他の工事現場との兼任を認めないことを意味し、常時継続的に当該工事現
場に常駐することが必要です。（下請工事においては、当該下請工事の施工期間の常駐
が必要） 

ただし、監理技術者にあっては、都が特例監理技術者の配置を認める建設工事を請け 
負った特定建設業者が、特例監理技術者を配置する場合（監理技術者を複数の工事現場 
で兼務させる場合）には、監理技術者補佐を当該工事現場ごとに専任で配置することが 
必要です。 

 
 (3) 専門技術者 

 土木一式、建築一式工事を施工する場合、これらの一式工事の中に、他の専門工事（例
えば、とび工事、型枠工事、鉄筋工事、電気工事、管工事など）が含まれている場合に
は、それぞれの専門工事について、主任技術者の資格を持っている者（専門技術者）を
配置してその技術管理をさせなければなりません。 
 このため、元請は、土木一式、建築一式工事を受注してその中で併せて専門工事も施
工する場合は、以下のいずれかを選ばなければなりません。 
① 一式工事の主任技術者、監理技術者がその専門工事について主任技術者の資格を 

持っている場合、その者が専門技術者を兼務する、 
② 一式工事の主任技術者、監理技術者とは別に、同じ会社の中で、他にその専門工 

事について主任技術者の資格を持っている者を専門技術者として配置する、 
③ その専門工事について建設業の許可を受けている専門工事業者に下請する、 
 また、受注した工事（舗装工事、管工事など土木一式、建築一式工事以外の工事）に
附帯して自社の建設業許可業種以外の専門工事を施工する場合は、その附帯工事に係る
主任技術者の資格を持った専門技術者を配置しなければなりません。 
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３ 施工体制台帳を作成しなければならない範囲、施工体制台帳の構成、添付書類 
(1) 施工体制台帳を作成しなければならない範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  (2)施工体制台帳の構成  

  建設業法施行規則改正（令和２年１０月１日施行）により、「作業員名簿」が施工体
制台帳の一部となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

※4 次下請以降についても作成する。 
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(3)施工体制台帳に添付が不要な書類の事例  
  「添付が不要な書類」であるため、受注者で適切に保管する必要がある。 

また、監督員の請求があった場合は提示する必要がある。 
● 建設業許可や警備業認定証の写し 
● 請負会社の厚生年金保険や雇用保険加入を証明するものの写し 
● 監理技術者などの技術者届の写し 
● 見積依頼書の添付図面 
● 技術者配置要件以外の資格や実務経歴の写し 
● 外国人就労者関係の書類（外国人建設就労者等建設現場入場届出書等） 

 
(4)施工体制台帳に添付を必要とする書類 

     建設業法施行規則第14条の２第２項 
● 発注者との契約書の写し 
● 下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し 

（注文･請書及び基本契約書又は約款等の写し） 
● 元請負人の配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することを証する書面 

（監理技術者は、監理技術者資格者証の写しに限る） 
● 監理技術者補佐を置いた場合は、監理技術者補佐資格を有することを証する書面 
● 専門技術者を置いた場合は、資格を有することを証する書面 

（国家資格等の技術検定合格証明書等の写し） 
● 元請の主任（監理）技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の雇用関係を証明 

できるものの写し 
（住民税特別徴収税額通知書等の写し） 

 
４ 施工体制台帳等を整備するための手順（例） 

 施工体制台帳等を整備するためには、元請、一次下請、二次下請以下がそれぞれ適切に
書類を作成し取りまとめていく必要があります。 
 

 (1)  元請が実施する事項 
① 一次下請に対して以下の1)から3)を書面により通知するとともに、1)から3)に掲げ 
る事項を工事現場の見やすい場所に掲示する。 

1) 元請の商号又は名称 
2) 当該工事が施工体制台帳作成建設工事であり、当該一次下請が受注した建設 

工事を他の建設業を営む者に受注させたときは再下請負通知（別記様式甲第118号）
の提出が必要なこと 

3) 再下請負通知の提出場所 

114



② 施工体制台帳（別記様式甲第117号）を作成し、次の書類を添付してファイルす 
る。 
■ 施工体制台帳つづり【元請分】 

1) 元請の建設業許可を証する書面の写し（発注者への提出は不要） 
2) 元請が都と契約した工事請負契約書の写し 
3) 監理技術者資格者証の写し 
4) 元請の監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者、専門技術者の雇用関係を証明できる
ものの写し（健康保険証等）5) 元請が専門技術者を配置する場合は、その者が主任技術者
資格を有することを証する書 

面又はその写し 
6) 作業員名簿（別記様式甲第133号） 
7) 施工体制台帳（別記様式甲第117号）−一次下請毎に作成 
8) 施工体制台帳作成建設工事である旨の通知書の写し（発注者への提出は不要） 
9) 一次下請の建設業許可を証する書面の写し（建設業許可を受けている場合のみ） 

（発注者への提出は不要） 
10) 元請と一次下請との契約書の写し（注文・請書及び基本契約書又は約款等の写し） 
※健康保険証については、保険者番号及び被保険者等記号・番号にマスキングを施された写しとする。 

③ 施工体系図を利用した下請負者編制表を一次下請毎に作成、添付し、以降に各一 
次下請毎の関係書類をファイルする。 
■ 施工体制台帳つづり【各一次下請分】 

1) 下請負者編制表（一次下請以下の施工体系図） 
2) 再下請負通知書（別記様式第118号）（作業員名簿（別記様式第133号）を含む）［一次
下請が作成したもの］ 
3) 二次下請の建設業許可を証する書面の写し（建設業許可を受けている場合のみ） 

（発注者への提出は不要） 
4) 再下請負通知書（別記様式第118号）（作業員名簿（別記様式第133号）を含む）［二次
下請が作成したもの］ 
5) 三次下請の建設業許可を証する書面の写し（建設業許可を受けている場合のみ） 
  （発注者への提出は不要） 
6) 二次下請以下と三次下請との契約書の写し 
                 … 

④ 前頁②、③の書類に基づき、施工体系図（別記様式甲第119号）を作成し、「工 
事現場の見やすい場所及び公衆の見やすい場所」に掲示する。 

⑤ 施工体制台帳つづりを工事現場に備え付けるとともに施工体制台帳及び施工体系 
図の写しを発注者に提出する。 

⑥ 施工体制台帳、施工体系図、作業員名簿に変更があった場合は、随時変更を行い、
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発注者にその写しを提出する。 
 

 (2)  一次下請が実施する事項 
1) 受注した建設工事を再下請する場合は、再下請負者に対して、元請から交付された

通知文を複写し交付する等により、施工体制台帳作成建設工事である旨を書面をも
って通知する。 

2) 再下請負通知書（別記様式甲第118号）を再下請負者から提出させる。 
3) 施工体系図を利用した二次下請以下の下請負者編制表を作成し、以降に二次下請 

以下が作成した再下請負通知書（別記様式甲第118号）（作業員名簿（別記様式第13
3号）を含む）を取りまとめ、二次以下の建設業許可を証する書面の写し、下請負契
約書の写し及び必要に応じ、主任技術者、専門技術者の資格・所属等に関する書類の
写しを添付して元請に提出する。 

4) 下請負契約等に変更があった場合は、再度提出する。 
 

 (3)  二次下請以下が実施する事項 
1) 受注した建設工事を再下請する場合は、再下請負者に対して、直近上位の注文 

者から交付された通知文を複写し交付する等により、施工体制台帳作成建設工事であ
る旨を書面をもって通知する。 

2) 再下請負通知書（別記様式甲第118号）（作業員名簿（別記様式第133号）を含む  
以下同じ）を再下請負者から提出させ、自社分の再下請負通知書（別記様式甲第118

  号）とともに再下請負者の建設業許可を証する書面の写し、再下請負者との間で締結
  した下請契約書の写し及び必要に応じ、主任技術者、専門技術者の資格・所属等に関
  する書類の写しを添付して直近上位の注文者に提出する。 

3) 下請負契約等に変更があった場合は、再度提出する。 
 

【次頁 図−１施工体制台帳等の整備の流れ、図−２ 施工体制台帳の綴り（例）参照】 
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施工体制台帳作成 建設業を営む者 建設業を営む者 建設業を営む者
発 注 者 特 定 建 設 業 者

[元 請] [一次下請] ［二次下請] ［三次下請]

東 京 都 工事請負 請負契約書② Ｂ社 請負契約書③ Ｃ社 請負契約書④ Ｄ社
港 湾 局 契約書①

Ａ
施工体制台帳 施工体制台帳 施工体制台帳

作成建設工事 作成建設工事 作成建設工事
である旨の通知 である旨の通知 である旨の通知

[参考２] [参考２] [参考２]

請負契約書⑤ Ｅ社 請負契約書⑥ Ｆ社
社 ( )は作成者

施工体制台帳 施工体制台帳
作成建設工事 作成建設工事

である旨の通知 である旨の通知
別記様式甲

[参考２] [参考２] 第117号 契
(Ａ社) 別記様式甲第117号 <Ｂ社用> 約 別 記 様

書 式甲第 契
施 工 体 制 台 帳 施 (Ｂ、Ｅ社) （Ｃ社） (Ａ社) ② 118号 約 別 記 様

作成工事である 工 等 <Ｃ社用> 書 式甲第 契
旨の掲示 施 施 体 再下請負通知書の作成 再下請負通知書の作成 (Ｂ社) ③ 118号 約

工 工 契 制 別記様式甲第118号 別記様式甲第118号 等 <Ｄ社用> 書
[参考２] 体 体 約 台 (Ｃ社) ④

系 系 書 帳 再下請負通知書の提出 等
図 図 の の 契約書の写し等添付 別記様式甲
の の 写 作 第117号 契
掲 作 し 成 Ａ社に直接 又は 再下請負通知書の提出 <Ｅ社用> 約 別記様
示 成 等 ・ Ｂ(Ｅ)社を経由して 契約書の写し等添付 書 式甲第 契

[監督員] 添 備 提出 (Ａ社) ⑤ 118号 約
提 出 付 え 等 書

付 (Ｅ社) ⑥
け 等

図－１ 施工体制台帳等の整備の流れ 図－２ 施工体制台帳の綴り（例）
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[参考２] 施工体制台帳作成特定建設業者が下請負者に交付する書面及び 
    工事現場に掲示する書面の文例 
 
 （１） 下請負者に交付する書面の文例  

  ～下請負者の皆様へ～ 
 
                                        元請の商号又は名称 
                                        作業所名      ◇◇舗装工事 作業所 
                      現場代理人  ◆◆ ◆◆ , 
 

 施工体制台帳作成建設工事の通知 
 
    今回、下請負者として貴社に施工を分担していただく建設工事については、建設業法 
 第24条の７第１項の規定により、施工体制台帳を作成しなければならないことになってい 
 ます。 
  この建設工事の下請負者（貴社）は、その受注したこの建設工事を他の建設業を営む者（建

設業の許可を受けていない者を含みます。）に受注させたときは、 
 
  (1) 建設業法第24条の７第２項の規定により、遅滞なく、建設業法施行規則第14条の４に

規定する再下請負通知書（東京都港湾局「受注者等提出書類処理基準・同実施細目別

記様式甲第118号」参照）を提出しなければなりません。また、一度通知いただいた事

項や書類に変更が生じたときも、遅滞なく、変更の年月日を付記して同様の通知書を

提出しなければなりません。 
 
  (2) 貴社が工事を受注させた建設業を営む者に対しても、この書面を複写し交付して、「も

しさらに他の者に工事を受注させたときは、作成特定建設業者に対する(1)の通知書の

提出と、その者に対するこの書面の写しの交付が必要である」旨を伝えなければなりま

せん。 
 
    （作成特定建設業者の商号） ○○建設㈱ 
 
   再下請負通知書の提出場所 工事現場内建設ステーション／□□営業所 

 

 
              ※「別記様式甲第１１８号」をこの通知に添付する。 
 
 （２） 工事現場に掲示する書面の文例 
  

    この建設工事の下請負者となり、その受注した建設工事を他の建設業を営む者に受注させた

方は、遅滞なく、工事現場内建設ステーション／□□営業所まで、建設業法施行規則第14条の

４に規定する再下請負通知書を提出してください。一度通知した事項や書類に変更が生じたと

きも変更の年月日を付記して同様の書類の提出をしてください。 
 ○○建設㈱ 
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[参考３] 別記様式甲第１１７号（施工体制台帳）の記載事項及び添付書類 
 
 ○施工体制台帳を作成する特定建設業者  ……… 自社（[参考１]図－１、２のＡ社） 

  ○施工体制台帳が作成される建設工事の下請負者となった者（建設業の許可を受けているか否かを問わない） 
                     ……… 下請負者（[参考１]図－１、２のＢ社、Ｅ社） 

記  載  事  項 添 付 書 類 

 イ   自社（Ａ社）が許可を受けて営む建設業の種類のすべて 
    受注した建設工事に係る建設業の種類にかかわることなく、特定 
   建設業の許可か一般建設業の許可かの別を明示して記載する。 

  

 ロ  自社（Ａ社）受注した建設工事に関する次に掲げる事項  (1) 自社（Ａ社）と都が契約した 
  工事請負契約書の写し 
 
 (2) 監理技術者資格者証の写 
  し及び自社（Ａ社）に雇用期間 
  を特に限定することなく雇用さ 
  れている者であることを証す 
  る書面の写し(健康保険証等) 
 
 (3) 専門技術者、主任技術者、 

監理技術者補佐が資格を有す 
  ることを証する書面又はその写
  し及び自社（Ａ社）に雇用期間を
  特に限定することなく雇用されて
  いる者であることを証する書面 
  の写し(健康保険証等) 
 
 (4) 作業員名簿 
  （別記様式甲第１３３号） 

 ①   自社（Ａ社）が受注した建設工事の名称、内容、発注者の名称・氏名 
及び住所 

 ②   工期、発注者と工事請負契約を締結した年月日 
  当該工事請負契約を締結した自社（Ａ社）の営業所の名称及び所在地 

 ③   発注者の監督員の氏名及び監督員の権限、自社（Ａ社）の発注者への 
 意見申出方法（「監督員通知」にもとづき、東京都工事請負契約の規定のと
おり書面による） 

 ④   自社（Ａ社）が現場代理人を置くときは、当該現場代理人の氏名及び現 
 場代理人の権限、現場代理人の行為について、発注者の自社（Ａ社）に対 
 する意見の申し出方法。（統一２「現場代理人及び主任技術者等通知」に 
 もとづき、東京都工事請負契約の規定のとおり書面による。） 

 ⑤   実際に工事現場に置いている監理技術者及び監理技術者補佐の氏名、
その者が有する監理技術者資格及びその者が実際に専任で置かれている
か否かの別 

 ⑥   ⑤の監理技術者以外に専門技術者（土木工事業又は建築工事業を営
む者が土木一式工事又は建築一式工事を受注し、当該一式工事に含ま
れる他の建設工事を施工する場合や、附帯工事を自ら施工する場合 
に、工事現場におく技術者をいう。）を置くときは、その者の氏名、その者
が管理をつかさどる建設工事の内容及び主任技術者資格 

⑦   自社（Ａ社）における健康保険等の加入状況 
⑧  自社（Ａ社）における外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事

の状況  

 ハ  全ての下請負者（Ｂ社）に関する次に掲げる事項  

 ①   その下請負者（Ｂ社）の商号・名称及び住所 

 ②   その下請負者（Ｂ社）の建設業許可番号及びその受注した建設工事 に
係る許可を受けた建設業の種類（下請負者（Ｂ社）が建設業の許可を受
けている場合のみ） 

③  その下請負者（Ｂ社）における健康保険等の加入状況 

 ニ  下請負者（Ｂ社）が受注した建設工事に関する次に掲げる事項  (5) 下請負者（Ｂ社）が注文者(Ａ 
  社)と締結した請負契約に係 
  わる契約書の写し 
 
   建設業法第19条第１項 
  各号に掲げる事項が網羅 
  されていなければならない 
  ので、これらを網 羅 してい 
  ない注文伝票等は、ここで 
  いう契約書に該当しない。 

 ①   その下請負者（Ｂ社）が受注した建設工事の名称、内容及び工期 
 ②   その下請負者（Ｂ社）が注文者（Ａ社）と下請負契約を締結した年月日 
 ③   自社（Ａ社）が、下請負者（Ｂ社）が施工する工事について監督員を置く 

 場合は、当該監督員の氏名及び監督員の権限、監督員の行為について、 
 下請負者（Ｂ社）の自社（Ａ社）への意見申出方法 （自社は、監督員につ 
 いて、下請負者へ書面による通知が必要） 

 ④   下請負者（Ｂ社）が現場代理人を置くときは、当該現場代理人の氏名及 
 び現場代理人の権限、現場代理人の行為について、自社（Ａ社）の下請負 
 者（Ｂ社）に対する意見の申し出方法。（下請負者は、現場代理人につい 
 て、自社に書面による通知が必要） 

 ⑤   その下請負社（Ｂ社）が実際に工事現場に置く主任技術者の氏名、資格 
 及びその者が実際に専任で置かれているか否かの別 

 ⑥   下請負者（Ｂ社）の主任技術者以外にＢ社が専門技術者を置くときは、 
 当該者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその有す 
 る主任技術者資格 

 ⑦   その下請負者（Ｂ社）が受注した建設工事が自社（Ａ社）の請け負わせたも
のであるときは、その建設工事について請負契約を締結した自社 
 （Ａ社）の営業所の名称及び所在地 

⑧  その下請負者（Ｂ社）における外国人技能実習生及び外国人建設就労
者の従事の状況  

 ホ  再下請負通知書一式（その添付書を含む） 
 
  ただし、ロ⑥、ハ②、ニ③、④、⑤、⑥は、該当する場合にのみ必要なものである。 
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[参考４]  施工体制台帳の記載例 
 
 別記様式甲第１１７号 〔記載例〕（元請Ａ社が一次下請Ｂ社について作成する場合）   
                                     令和 ○年 ○月 ○日 
                                                                         時点を必ず記入 
               施 工 体 制 台 帳                 
      〔 会 社 名 〕   ○○建設 株式会社                                           
      〔事業所名〕   ○○○作業所                                                   
            〔一次下請名〕   □□□工業 株式会社                                         
  ［参考3］  

 
 
 
 建設業の 
 
 許  可 

  許 可 業 種     許 可 番 号  許可（更新）年月日         
        
        
        
        
        
        
        
      
      

 
    (イ)  

    土木 工事業 
 大 臣 特定 
        ○第○○○○号 
 知 事 一般 

 
 令和○年〇月〇日 

 
    建築 工事業 

 大 臣 特定 
        ○第○○○○号 
 知 事 一般 

 
 令和○年〇月〇日 

  
      
   （ロ）  
   ①    
   （ロ）  
    ② 

 工事件名    及び   工事内容 

  都道○号線 街路築造工事（〇〇〇の〇）   工事延長〇〇〇ｍ    土工 ○○○ｍ
３
 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装〇〇〇㎡ 側溝〇〇〇ｍ 植裁工○○㎡ 電気設備工事 

                                                         

 発注者名    及び  
 所 在 地 

  東京都 建設局 〇〇〇建設事務所      〇〇区〇〇〇〇丁目〇番〇号      〒〇〇〇－〇〇〇〇 
  工  期   自  令和 ○年 〇月 〇日    至  令和 ○年 〇月 〇日 

 
 契 約 日 

   令和 ○年 〇月 〇日 
 
   （ロ）  
    ②  
  （ニ） 

  契  約  
 営 業 所 

 区  分      名   称      住    所                       
 元請契約   〇〇建設株式会社 本社  〇〇区〇〇〇〇丁目〇番〇号 
 下請契約   〇〇支店  〇〇区〇〇〇〇丁目〇番〇号  

   ⑦        
        
        
        
        
        
      を 

    健康保険等   の   加入状況 

  保険加入の   有無 

 健康保険  厚生年金保険  雇用保険     
   （ロ）  
   ⑦ 

 加入  未加入   適用除外 
 加入  未加入   適用除外 

 加入  未加入   適用除外 
  事業所整理   記号等 

 区分  営業所の名称  健康保険  厚生年金保険  雇用保険 
 元請契約     
 下請契約     

 
   
   （ロ）  
    ③ 

   発注者の    監督員名 

 （統括） 
    〇 〇 〇 〇 

  権限及び   意見申出   方  法 

  工事請負契約書記載のとおり    書面による    （※契約書①の写し添付） 

                （主任） 
    〇 〇 〇 〇 
 （担当） 
    〇 〇 〇 〇   

   （ニ）  
    ③  
   （ロ）  
    ④  
   （ロ）  
    ⑤      
   （ロ）  
    ⑥ 

  監督員名   ※当該下請負工事に関する     自社の監督員名を記入 
 権限及び  
 意見申出方法 

 下請契約書（契約書②）記載の   とおり書面による 
 

 現  場   代理人名 
   〇 〇 〇 〇  権限及び  

 意見申出方法 
 工事請負契約書（契約書①）記   載のとおり書面による 

監理技術者名 
主任技術者名 

  専 任 
      〇 〇 〇 〇 
   非専任 

 
資格内容  建設業法「技術検定」   １級土木施工管理技士 

監理技術者 
補佐名 

 
〇 〇 〇 〇 

 
資格内容  

１級施工管理技士補 
 専  門   技術者名 

   〇 〇 〇 〇  専  門   技術者名 
 

  
 資格内容  建設業法「技術検定」   ２級造園施工管理技士 

  
 資格内容 

 

 担当工事   内    容 
    植裁工事  担当工事   内    容 

 

 

    
 
 
 
 
 

   （ロ）  
    ⑧ 

外国人建設就労者の 
従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況(有無) 有  無 
 

    

□
□
□
工
業
㈱
（
一
次
） 

一
次
下
請
等
を
示
し
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
を
貼
付 
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  別記様式甲第１１７号 続き 〔記載例〕（元請Ａ社が一次下請Ｂ社について作成する場合） 
 
  〔下請負者に関する事項〕 
 
  ［参考3］  

  
 会社名 

    □□□工業 株式会社 
   代表者名 

     〇〇 〇〇 
                     （ニ）  
   ② 
  

   
   (ハ)  
    ①         
   （ニ）  
    ① 

 住  所    及び   電話番号 

  〒                    （TEL                             ） 
 工事件名    及び   工事内容 

   都道○号線 街築工事（〇〇〇の〇）のうち舗装工事及び電気設備工事     ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工及び電気設備工（※工事内容は、下請が行う工事のみ記載） 
  工  期   自  令和 ○年 〇月 〇日    至  令和 ○年 〇月 〇日 

 
 契約日 

   令和 ○年 〇月 〇日 
    
  
   （ハ）  
    ② 

    建設業の   許  可 

  必要な許可業種     許 可 番 号  許可（更新）年月日  
    舗装  工事業  大 臣 特定 

       〇第〇〇〇〇号 
 知 事 一般 

   令和○年〇月〇日 
    電気  工事業  大 臣 特定 

       〇第〇〇〇〇号 
 知 事 一般 

   令和○年〇月〇日 
   
    
    （ハ）  
    ③ 

   健康保険等   の   加入状況 

 
保険加入の  

有無 

 健康保険  厚生年金保険  雇用保険  
 加入  未加入   適用除外 

 加入  未加入   適用除外 
 加入  未加入   適用除外 

事業所整理  
記号等 

 営業所の名称  健康保険  厚生年金保険  雇用保険 
    

   
 
   （ニ）  
    ④      
   （ニ）  
    ⑤ 

  現場代理人名    □ □ □ □   
 安全衛生責任者名 

   □ □ □ □                     （二）  
 ⑥ 

  権限及び  
 意見申出方法 

 下請契約書（契約書②）   記載のとおり書面による 
 
 安全衛生推進者名 

   □ □ □ □ 
  主任技術者名※  専 任 

    □ □ □ □ 
 非専任 

 
 雇用管理責任者 

   □ □ □ □ 
  

 資 格 内 容  建設業法「技術検定」   ２級土木施工管理技士 
  専門技術者名※  

   
 資 格 内 容 

 

 担 当 工 事   内   容 
 

  

            ※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕 
 

１ 主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。 
２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必 
要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、専門
技術者を兼ねることができる） 

３ 主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。 
① 経験年数による場合 
１）大学卒〔指定学科〕 ３年以上の実務経験 
２）高校卒〔指定学科〕 ５年以上の実務経験 
３）その他       10年以上の実務経験 

② 資格等による場合 
１）建設業法      「技術検定」          ○級○○施工管理技士 
２）建築士法      「建築士試験」         ○○建築士 
３）建築士法      「建築設備士試験」       建築設備士 
４）技術士法      「技術士試験」         ○○部門 
５）電気工事士法    「電気工事士試験」       第○種電気工事士 
６）電気事業法     「電気主任技術者試験」     第○種電気主任技術者 
７）水道法       「給水装置工事主任技術者試験」 給水装置工事主任技術者 
８）消防法       「消防設備士試験」       ○種消防設備士 
９）職業能力開発促進法 「技能検定」          ○級○○技能士 
10）その他       「○○試験」          ○○士 

   （二）  
    ⑧ 

外国人建設就労者の 
従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況(有無) 有  無 
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[参考５] 別記様式甲第１１８号（再下請負通知書）の記載事項及び添付書類 
 
  ○施工体制台帳作成工事である旨の通知を受け、再下請負通知を行う下請負者（建設業の許可を受けているか否か

を問わない）              ……… 自社（[参考１]図－１、２のＢ社、Ｃ社、Ｅ社） 
   ○再下請通知書を作成する下請負者（上記の自社）が、工事を受注させた他の建設業を営む者（建設業の許可をうけ

ているか否かを問わない）      ……… 再下請負者（[参考１]図－１、２のＣ社、Ｄ社、Ｆ社）  

 記  載  事  項  添 付 書 類 
 へ  自社の建設業許可番号及びその受注した建設工事に係る建設業 許可の

種類（建設業許可を受けている場合のみ）   

 ト  自社の商号・名称及び住所、自社が受注した建設工事の名称、内容及び工

期、注文者の商号・名称及び注文者と下請負契約を締結した年月日、自社

における健康保険等の加入状況、自社が受注した建設工事における外国人

技能実習生及び外国人建設就労者の従事の状況 

 

 チ  自社が工事を請け負わせた他の建設業を営む者（再下請負者）に関す 
   る次に掲げる事項 

  

①   再下請負者の商号・名称及び住所 
②   再下請負者の建設業許可番号及びその受注した建設工事に係る建設業

許可の種類（建設業許可を受けている場合のみ） 

③   再下請負者の健康保険等の加入状況 

 リ 再下請負者が受注した建設工事に関する次に掲げる事項  (1) 自社が再下請負者と締結し 

  た請負契約に係わる契約書 
  の写し 
 
    建設業法第19条第１項 
   各号に掲げる事項が網羅 
   されていなければならない 
   ので、これらを網 羅 してい 
   ない注文伝票等は、ここで 
   いう契約書に該当しない。 

 ①   再下請負者が受注した建設工事の名称、内容及び工期 

 ②   再下請負者が自社と下請負契約を締結した年月日 

 ③   自社が、再下請負者が施工する当該工事について監督員をおく場合 
 は、当該監督員の氏名及び監督員の権限、監督員の行為について、再下 
 請負者の自社への意見申出方法。（自社は、監督員について、再下請負 
 者へ書面による通知が必要） 

 ④   再下請負者が現場代理人を置くときは、現場代理人の氏名及び現場代 
 理人の権限、現場代理人の行為について、自社の再下請負者に対する意 
 見の申し出方法。（再下請負者は、現場代理人について、自社に書面によ 
 る通知が必要） 

 ⑤   再下請負者が実際に工事現場に置く主任技術者の氏名、資格及びそ 
 の者が実際に専任で置かれているか否かの別 

 ⑥   再下請負者が⑤の主任技術者以外に専門技術者（土木工事業又は建 
 築工事業を営む者が土木一式工事又は建築一式工事を請け負い、当該 
 一式工事に含まれる他の建設工事を施工する場合や、附帯工事を自ら施 
 工する場合に、工事現場におく技術者をいう。）を置くときは、当該者の氏 
 名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその有する主任技術 
 者資格 

 ⑦ 再下請負者における外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事の

状況 
 

 
  ただし、ヘ、チ②、リ③、④、⑤、⑥は、該当する場合にのみ必要なものである。 
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[参考６]  再下請負通知書の記載例 
   別記様式甲第１１８号    ［記載例］（一次下請Ｂ社が再下請Ｃ社について作成する場合） 
                                                                    
                                    令和 ○年 ○月 ○日                                                                                
                                                                             時点を必ず記入  
        再 下 請 負 通 知 書   
   [参考５]  
            直近上位の                 直近上位の 
   （ト）    
       注文者名   ○○建設 株式会社      現場代理人名   ○ ○ ○ ○                                                                                                            元  請  

名  称 
     ○○建設 株式会社 

再下請負者   
会 社 名 

     △△電気 ㈱ 
                                                                                                                                                                                                                 

   〔自社に関する事項〕                                                                                                    
           

    
    
         
    
    
   
 

  
 会社名 

    □□□工業 株式会社 
   代表者名 

      ○ ○ ○ ○ 
          

      （ト） 

 住  所    及び   電話番号 

  〒                     （TEL                     ） 
 工事件名    及び   工事内容 

  都道○号線 街築工事（〇〇〇の〇）のうち舗装工事及び電気設備工事       ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工事 （※工事内容は、自社が行う工事のみ記載） 
  工  期   自  令和 △年 △月 △日    至  令和 △年 △月 △日 

 注文者と   の契約日 
   令和 ○年 ○月 ○日 

                                                                                                         
      （ヘ） 

    建設業の   許  可 

  必要な許可業種     許 可 番 号  許可（更新）年月日                    

    舗 装 工事業  大 臣 特定 
       ○第○○○○号 
 知 事 一般 

   令和○年○月○日 
    電 気 工事業  大 臣 特定 

       ○第○○○○号 
 知 事 一般 

   令和○年○月○日 
                                                                                                     
    
     （ト） 

   健康保険等   の   加入状況 

 
保険加入の  

有無 

 健康保険  厚生年金保険  雇用保険                       

 加入  未加入   適用除外 
 加入  未加入   適用除外 

 加入  未加入   適用除外 
 事業所整理  

記号等 
 営業所の名称  健康保険  厚生年金保険  雇用保険 

    
           

    
  

   監督員名   ※当該再下請負工事に関す    る自社の監督員名を記入 

  
 安全衛生責任者名 

   ○ ○ ○ ○      
      （リ）  
       ③           
 ［参考３］  
  (ニ) ④、⑤ 

 

  
 権 限 及 び  
 意見申出方法 

  再下請負契約（契約書③）記   載のとおり書面による 

 
 安全衛生推進者名 

    ○ ○ ○ ○ 
   現場代理人名 

     □ □ □ □ 
  
 雇用管理責任者 

    ○ ○ ○ ○ 
  権限及び  

 意見申出方法 
 下請負契約書（契約書②）記   載のとおり書面による 

  専門技術者名※  

  主任技術者名※  専 任 
         □ □ □ □ 
 非専任 

  
 資 格 内 容 

 

  
 資 格 内 容  建設業法「技術検定」   ２級土木施工管理技士 

 担 当 工 事   内   容 
 

    
［参考３］(ニ) ⑥ 

 
         （記入要領） 

１ この様式は再下請負契約がある場合使用する。 
２ この様式は一次以下の下請負者が作成し、一次下請別の施工体制台帳（別記様式甲第１１７号）の添付書 

類として利用する。 
３ この様式に、再下請負者と締結した請負契約に係る契約書の写しを添付すること。（ただし、契約書には、 

建設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注

文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。） 
  

    
（ト） 

 
外国人建設就労者の 
従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況(有無) 有  無 
 

     

△ 

△
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気
㈱
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 別記様式甲第１１８号 続き     ［記載例］（一次下請Ｂ社が再下請Ｃ社について作成する場合） 
 
  〔再下請負関係〕 
 
 [参考５]  

  
 会社名 

      △△電気 株式会社 
   代表者名 

     △ △ △ △ 
    

   （チ）   
    ①       
   （リ）   
    ① 

 住  所    及び   電話番号 

  〒                     （TEL                          ） 
 工事件名    及び   工事内容 

    都道○号線 電気設備工事      電気工事 （※工事内容は、当該下請会社が行う工事のみ記載） 
  工  期   自  令和 △年 △月 △日    至  令和 ×年 ×月 ×日 

 
 契約日 

   令和 △年 △月 △日 
    （リ）  
    ②    
   （チ）   
    ② 

    建設業の   許  可 

  必要な許可業種     許 可 番 号  許可（更新）年月日  
    電 気 工事業  大 臣 特定 

       ○第○○○○号 
 知 事 一般 

   令和○年○月○日 
        工事業  大 臣 特定 

        第    号 
 知 事 一般 

   令和 年 月 日 
  
                                                                                                      
   
  （チ）  
    ③ 

   健康保険等   の   加入状況 

 
保険加入の  

有無 

 健康保険  厚生年金保険  雇用保険  
 加入  未加入   適用除外 

 加入  未加入   適用除外 
 加入  未加入   適用除外 

事業所整理  
記号等 

 営業所の名称  健康保険  厚生年金保険  雇用保険 
    

     
   （リ）   
    ④        
   （リ）   
    ⑤ 

  現場代理人名   △ △ △ △   
 安全衛生責任者名 

     ○ ○ ○ ○ 
                          （リ）         ⑥ 

  権 限 及 び   
 意見申出方法 

  再下請負契約書（契約書③）   記載のとおり書面による 

 
 安全衛生推進者名 

     ○ ○ ○ ○ 
   主任技術者名※ 

専 任 
 
非専任 

 
 雇用管理責任者 

     ○ ○ ○ ○ 
   

 資 格 内 容 
  建設業法「技術検定」   ２級電気工事施工管理技士 

   専門技術者名※ 
 

  
 資 格 内 容 

 
 

 
 担 当 工 事   内   容 

 

  

            ※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕 
 

１ 主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。 
２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必 
要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、専門

技術者を兼ねることができる） 
３ 主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。 
① 経験年数による場合 
１）大学卒〔指定学科〕 ３年以上の実務経験 
２）高校卒〔指定学科〕 ５年以上の実務経験 
３）その他       10年以上の実務経験 

② 資格等による場合 
１）建設業法      「技術検定」          ○級○○施工管理技士 
２）建築士法      「建築士試験」         ○○建築士 
３）建築士法      「建築設備士試験」       建築設備士 
４）技術士法      「技術士試験」         ○○部門 
５）電気工事士法    「電気工事士試験」       第○種電気工事士 
６）電気事業法     「電気主任技術者試験」     第○種電気主任技術者 
７）水道法       「給水装置工事主任技術者試験」 給水装置工事主任技術者 
８）消防法       「消防設備士試験」       ○種消防設備士 
９）職業能力開発促進法 「技能検定」          ○級○○技能士 
10）その他       「○○試験」          ○○士 

   （リ）  
    ⑦ 

外国人建設就労者の 
従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況(有無) 有  無 
 

    

△ △ △ △ 
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 別記様式甲第１１８号    ［記載例］（二次下請Ｃ社が再下請Ｄ社について作成する場合）                                                                     
                                    令和 ○年 ○月 ○日                                                                                
                                                                             時点を必ず記入  
        再 下 請 負 通 知 書   
   [参考５]  
            直近上位の                 直近上位の 
   （ト）           注文者名   □□□工業 株式会社     現場代理人名   ○ ○ ○ ○                                                                                                        ×         

    
   

 元  請    名  称 

     ○○建設 株式会社 
 再下請負者    
 会 社 名 

    ×××設備 有限会社 
 

 
                                                                                                     
                                                                                                    〔自社に関する事項〕 
                                                                                                   
           

    
    
         
    
   
    
   
 

  
 会社名 

    △△電気 株式会社 
   代表者名 

      △ △ △ △ 
          

      （ト） 

 住  所    及び   電話番号 

   
〒                    （TEL                       ） 

 工事件名    及び   工事内容 

  都道○号線 街築工事（〇〇〇の〇）のうち電気設備工事       電気工事 （※工事内容は、自社が行う工事のみ記載） 
  工  期   自  令和 △年 △月 △日    至  令和 ×年 ×月 ×日 

 注文者と   の契約日 
   令和 ○年 ○月 ○日 

                                                                                                         
      （ヘ） 

    建設業の   許  可 

  必要な許可業種     許 可 番 号  許可（更新）年月日                     

    電 気 工事業  大 臣 特定 
       ○第○○○○号 
 知 事 一般 

   令和○年○月○日 
           工事業  大 臣 特定 

        第    号 
 知 事 一般 

   令和  年 月  日 
        

    
    
   
    
 ス 

   健康保険等   の   加入状況 

 
保険加入の  

有無 

 健康保険  厚生年金保険  雇用保険     
    （ト） 

 加入  未加入   適用除外 
 加入  未加入   適用除外 

 加入  未加入   適用除外 
 事業所整理  

記号等 
 営業所の名称  健康保険  厚生年金保険  雇用保険 

    
             

   
  

   監督員名   ※当該再下請負工事に関す    る自社の監督員名を記入 

  
 安全衛生責任者名 

   ○ ○ ○ ○     
      （リ）  
       ③            
  (リ) ④、⑤ 

 

  
 権限及び  
 意見申出方法 

  再下請負契約（契約書④）記   載のとおり書面による 

 
 安全衛生推進者名 

    ○ ○ ○ ○ 
   現場代理人名 

     △ △ △ △ 
  
 雇用管理責任者 

    ○ ○ ○ ○ 
  権限及び  

 意見申出方法 
 再請負契約書（契約書③）記   載のとおり書面による 

  専門技術者名※  

  主任技術者名※  専 任 
         △ △ △ △ 
 非専任 

  
 資 格 内 容 

 

  
 資 格 内 容  電気工事士法「電気工事士試験」   第一種電気工事士 

 担 当 工 事   内   容 
 

 
                                        

  ( リ) ⑥ 

 
         （記入要領） 

１ この様式は再下請負契約がある場合使用する。 
２ この様式は一次以下の下請負者が作成し、一次下請別の施工体制台帳（別記様式甲第１１７号）の添付書 

類として利用する。 
３ この様式に、再下請負者と締結した請負契約に係る契約書の写しを添付すること。（ただし、契約書には、 

建設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注

文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。） 
  

     
（ト） 外国人建設就労者の 

従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 
従事の状況(有無) 有  無 
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 別記様式甲第１１８号 続き     ［記載例］（二次下請Ｃ社が再下請Ｄ社について作成する場合） 
 
  〔再下請負関係〕 
 
 [参考５]  

  
 会社名 

      ××設備 有限会社 
   代表者名 

     × × × × 
    

   （チ）   
    ①       
   （リ）   
    ① 

 住  所    及び   電話番号 

  〒                     （TEL                          ） 
 工事件名    及び   工事内容 

    都道○号線 電気設備工事      設備工事 （※工事内容は、当該下請会社が行う工事のみ記載） 
  工  期   自  令和 △年 △月 △日    至  令和 ×年 ×月 ×日 

 
 契約日 

   令和 △年 △月 △日 
    （リ）      ② 
        
   （チ）   
    ② 

    建設業の   許  可 

  必要な許可業種     許 可 番 号  許可（更新）年月日  
     管  工事業  大 臣 特定 

       ○第○○○○号 
 知 事 一般 

   令和○年○月○日 
        工事業  大 臣 特定 

        第    号 
 知 事 一般 

   令和 年 月 日 
                                                                                                   
   
  （チ）  
    ③ 

   健康保険等   の   加入状況 

 
保険加入の  

有無 

 健康保険  厚生年金保険  雇用保険  
 加入  未加入   適用除外 

 加入  未加入   適用除外 
 加入  未加入   適用除外 

事業所整理  
記号等 

 営業所の名称  健康保険  厚生年金保険  雇用保険 
    

    
   （リ）   
    ④        
   （リ）   
    ⑤ 

  現場代理人名   × × × ×   
 安全衛生責任者名 

     ○ ○ ○ ○ 
                          （リ）         ⑥ 

  権 限 及 び   
 意見申出方法 

  再下請負契約書（契約書④）   記載のとおり書面による 

 
 安全衛生推進者名 

     ○ ○ ○ ○ 
   主任技術者名※ 

 
 専 任 
          △ △ △ △ 
 非専任 

 
 雇用管理責任者 

     ○ ○ ○ ○ 

   
 資 格 内 容 

  職業能力開発促進法「技能検定」    １級配管技能士 

   専門技術者名※ 
 

  
 資 格 内 容 

 
 

 
 担 当 工 事   内   容 

 

  

 
            ※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕 
 

１ 主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。 
２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必 
要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、専門

技術者を兼ねることができる） 
３ 主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。 
① 経験年数による場合 
１）大学卒〔指定学科〕 ３年以上の実務経験 
２）高校卒〔指定学科〕 ５年以上の実務経験 
３）その他       10年以上の実務経験 

② 資格等による場合 
１）建設業法      「技術検定」          ○級○○施工管理技士 
２）建築士法      「建築士試験」         ○○建築士 
３）建築士法      「建築設備士試験」       建築設備士 
４）技術士法      「技術士試験」         ○○部門 
５）電気工事士法    「電気工事士試験」       第○種電気工事士 
６）電気事業法     「電気主任技術者試験」     第○種電気主任技術者 
７）水道法       「給水装置工事主任技術者試験」 給水装置工事主任技術者 
８）消防法       「消防設備士試験」       ○種消防設備士 
９）職業能力開発促進法 「技能検定」          ○級○○技能士 
10）その他       「○○試験」          ○○士 

   （リ）  
    ⑦ 

外国人建設就労者の 
従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況(有無) 有  無 
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別記様式甲第１１９号（本様式は一例のため、（一社）全国建設業協会等が定めた様式も使用可能）

JV等の場合、適宜様式を変更して使用すること。

自
至

工 工 工 工
事 事 事 事

〜 〜 〜 〜

工 工 工 工
事 事 事 事

〜 〜 〜 〜

工 工 工 工
事 事 事 事

〜 〜 〜 〜

工 工 工 工
事 事 事 事

〜 〜 〜 〜工期 年　月　日 年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日工期 年　月　日 年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日

専門技術者
担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

専門技術者 専門技術者 専門技術者
特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無

主任技術者 主任技術者 主任技術者

一般/特定の別 一般/特定
安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者
一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定

会社名・事業者ID
代表者名
許可番号

主任技術者

許可番号
代表者名 代表者名 代表者名

会社名・事業者ID会社名・事業者ID 会社名・事業者ID

許可番号 許可番号

担当工事内容
工期 年　月　日 年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日 工期 年　月　日

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容
年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日

専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者
特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無

安全衛生責任者
主任技術者 主任技術者 主任技術者 主任技術者
安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

有・無

許可番号
一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別

代表者名
許可番号 許可番号

会社名・事業者ID 会社名・事業者ID
代表者名 代表者名

一般/特定 一般/特定の別 一般/特定
許可番号

会社名・事業者ID

年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日工期 年　月　日 年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日

会社名・事業者ID

特定専門工事の該当

代表者名

専門技術者
担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

専門技術者 専門技術者 専門技術者

工期 年　月　日

安全衛生責任者 安全衛生責任者
主任技術者

特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無

主任技術者 主任技術者 主任技術者

一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定
副  会  長 許可番号 許可番号

代表者名 代表者名 代表者名 代表者名
会社名・事業者ID 会社名・事業者ID

許可番号 許可番号
一般/特定の別 一般/特定

安全衛生責任者 安全衛生責任者

年　月　日 年　月　日
書　　　　　記

会社名・事業者ID

年　月　日 年　月　日 工期 年　月　日 年　月　日 工期会　　   長 統括安全衛生責任者 工期 年　月　日 年　月　日 工期

会社名・事業者ID

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容
担当工事内容 専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者

専門技術者名 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 有・無 特定専門工事の該当 特定専門工事の該当 有・無

担当工事内容 元方安全衛生管理者 主任技術者 主任技術者 主任技術者 主任技術者

一般/特定

専門技術者名 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者
監理技術者補佐名 一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別 一般/特定 一般/特定の別

代表者名
主任技術者名 許可番号 許可番号 許可番号 許可番号

会社名・事業者ID
監理技術者名 代表者名 代表者名 代表者名

会社名・事業者ID 会社名・事業者ID

有・無

現場代理人名 　 会社名・事業者ID

工事名称 　 　

元請名・事業者ID

※本様式（表題部も含む）は参考であり下請け業者数により下記様式は変わります。

施工体系図兼安全衛生協議会組織図

発注者名 　 工期 　
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別記様式甲第１２１号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

共同企業体構成会社主任技術者等氏名

会　　社　　名
技　術　者　氏　名

主任技術者
監理技術者
の別

建設業法上の該当資格に○
を付ける。 備考

建設業許可番号

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般

主任技術者

監理技術者

建設業法第7条・第15条
第２号の　イ、ロ、ハ

ふりがな

大臣・知事　特定・一般
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別記様式甲第１２２号

　

　○○年○○月○○日に交付された　指示書・改善指示書・改善命令書　について、下記のとおり、改善したので報告
します。

契　約　金　額
#VALUE!

契 約 年 月 日 工　　　　　期

　

　 　

監理業務受託者 事務所名 担当者名

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

工　事　件　名 　

工　事　場　所 　

　
殿

　

　年　　月　　日

文 書 番 号
（工事番号） 　

改　善　報　告　書
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

注1)労災保険加入証明については、東京労働局のHPを参照する。
（https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/roudou_hoken/2015_001.html）

監理業務受託者 事務所名 　 担当者名 　

契　約　金　額 　

契 約 年 月 日 工　　　　期 　　

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

工　事　件　名 　

工　事　場　所 　

別紙のとおり労災保険に加入済みであることを報告します。

別記様式甲第１２３号

労働者災害補償保険加入確認書

年　　月　　日

　 殿

住所

受注者

氏名
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別記様式甲第１２５号

材  　料  　検　  査  　内  　訳 　 書

品　　名 形状寸法 数　 量 単位

検 査 対 象 前回ま
での合
格数量

合 格
数 量
累 計

残 数 摘 要
総数量 合  格

数  量
不合格
数  量
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

注１．この様式は、空袋、あきかん等により監督員が使用量を確認する場合に使用する。
注２．別紙は、別記様式甲第１２７号を使用する。

確　認　対　象 　別紙記載のとおり

監理業務受託者 事務所名 　 担当者名 　

契  約  金  額 　

#VALUE!

契 約 年 月 日 　 工　　　期 　 まで

工　事　場　所 　

住所

受注者

氏名

　現場代理人氏名

下記工事に際し、材料使用量の確認を申請します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

工　事　件　名 　

　

別記様式甲第１２６号

材料使用量確認申請書
年　　月　　日

　 殿
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別記様式甲第１２７号

注１．必要に応じて使用箇所の図面その他の参考資料を添付すること。
　２．○ ○ 内には、確認対象品を記入すること。

○　○ 確  認  内  訳  調  書

回　数 確 認 年 月 日 単　位 数　量 累　計 監督員氏名 摘　要
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

材 料 名 称 等

注．この様式は、材料検査における「監督員資料」の提出に使用する。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

工　事　件　名 　

工　事　場　所 　

　現場代理人氏名

別記様式甲第１２８号

監 督 員 資 料 提 出 届
年　　月　　日

　
殿

住所

受注者

氏名
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現在出来高

第 回

× ＝

段階別部分払出来高率表別記様式甲第１２９号
◎今回検査対象　　○前回検査対象

工事段階区分 平 成 年 月 日

2 8 14 20 26
1 7 13 19 25

4 10 16 22 28
3 9 15 21 27

6 12 18 24 30
5 11 17 23 29

段階支払率表
工　事　種　別 1 2 3 4 5 12 13 14 15 1610 11
全体構成率

6 7 8 9

認　　定　　率
既済部分構成率

②工事構
代価認定率

28 29 30 成比率％ 認定率
全体構成率

22 23 24 25 26 27工　事　種　目 17 18 19 20 21

既済部分構成率

①代価認定率
認　　定　　率

注︓1)特殊な工程段階の認定率は技術管理課と協議のうえ決定するものとする。
　　2)設計変更等による補正率Ａ＝①代価認定率×②工事構成比率(100/変更後工種別構成率(100±α))＝
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

）

　現場代理人氏名

別記様式甲第１３０号

基　本　計　画　書
年　　月　　日

　 殿

住所

受注者

氏名

　

契 約 年 月 日 　 工　　　　期 　

下記工事について別添基本計画書を提出します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

工　事　件　名 　

工　事　場　所 　

契　約　金　額 ￥ 　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　￥ #VALUE!

注　この様式は、工事の一時中止等、標準仕様書もしくは特記仕様書で提出を定めている場合に使用する。

監理業務受託者 事務所名 　 担当者名 　
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

（　）を報告します。

　〔報告内容〕

注　１　この様式は、提出様式が定められていない事項の報告に使用する。
　　２　（　　）内は、報告内容にあわせて適切に記載する。

工　事　件　名 　

工　事　場　所 　

監理業務受託者 事務所名 　 担当者名 　

　現場代理人氏名

下記工事について

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

　

別記様式甲第１３２号

の報告書
年　　月　　日

　 殿

住所

受注者

氏名

（　）
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別記様式甲第１３３号
（本様式は一例のため、（一社）全国建設業協会等が定めた様式も使用可能）

提出日

一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１.※印欄には次の記号を入れる。 （注）５．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。
 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

　　　　　　他様式に変更が生じない場合は、工事完了時に提出する。

（注）12．記載事項の一部について、別紙を用いて記載しても差し支えない。

作　　業　　員　　名　　簿
（　　年　　月　　日作成） 元請

確認欄
事業所の名称

・現場ID  本書面に記載した内容は、作業員名簿と
して安全衛生管理や労働災害発生時の
緊急連絡・対応のために元請負業者に提
示することについて、記載者本人は同意し
ています。

所長名 　　　年　　　月　　　日

番
号

ふりがな
職
種 ※

生年月日 健康保険 建設業退職金
共済制度 教　育・資　格・免　許

雇用保険

年　月　日

入場年月日
氏名 年金保険

年齢 中小企業退職金
共済制度

雇入・職長
特別教育 技能講習 免　許 受入教育

実施年月日技能者ID

年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日 年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日 年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日 年　月　日

歳 年　月　日

（注）８．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険
　者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用除
　外である場合には左欄に「適用除外」と記載。
（注）９．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無につい
　ては、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。
（注）10．安全衛生に関する教育の内容（例︓雇入時教育、職長教育、建設用リフ
　トの運転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。
（注）11．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例︓登録○○基幹
　技能者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。

       …18歳未満の作業員 （注）６．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建
　設国保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である
　等により、国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記載。

 …外国人技能実習生  …外国人建設就労者  …１号特定技能外国人

（注）７．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。
　各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。

（注）２.｢作業員名簿｣を変更する際は、施工体制台帳等、他様式の変更に併せて提出する。

（注）３.本様式には資格・免許等の写しの添付は不要

（注）４.作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
  他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

現 作 女

主 職 安 能

習 就 １特

未

再
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文書番号
（工事番号）

殿

住所

受注者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

　

　下記の工事に使用する材料の搬入予定は別紙のとおりです。

工事件名

工事場所

契約金額

契約年月日

監　督　員

職　氏　名

　

　

材料搬入予定調書
 　年　 　月　 　日

　

現場代理人氏名

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

別記様式　甲第134号

　

受付年月日 　　　　年　　月　　日

#VALUE!

　 工　　　期 　 まで

　

監理業務受託者 事務所名 　　　 担当者名 　
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（別　記）

２　委託契約（測量・調査・設計等）

注：書類の作成に当たっては、最新の様式を確認して作成すること。 
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統一３２

文書番号
（工事番号）

殿

住所

受託者

氏名

連絡先メールアドレス

　代理人及び主任技術者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

委託件名

委託場所

契約金額

契約年月日

ふりがな ふりがな

（連絡先メールアドレス）

注１　営繕設計の場合は、管理技術者氏名を記入する。
　 ２　工事監理業務の場合は、監理業務技術者氏名を記入する。

　
#VALUE!

　 履行期限 　

代理人氏名 主任技術者氏名※

（連絡先メールアドレス）

　

　

代理人及び主任技術者等通知書
　 年　　 月　　 日

　

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

文書番号
（契約番号）

　
（　）
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別記様式乙第１０１号

種　　　　　別 内　　　容（数量） 金　　　額（円）

1頁

種別内訳書（総括表）

摘　　　　要

143



別記様式乙第１０２号

種　　　　別
単　　価 金　　額

内　　訳 円 円

2頁

種　別　内　訳　書

形状・寸法 数　　　量 単位 摘　　　　要工　　　種
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別記様式乙第１０３号

種　　　別

出来高
注　予定は青、実施は赤で着色する。

工　　　程　　　表
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月
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別記様式乙第１０４号

殿

住所

受託者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

１　委託件名

　　担当技術者名簿（設計委託・監理業務）
業務分類

総　　括

意　　匠

構　　造

積　　算

機械設備

電気設備

　　協力事務所（設計委託・監理業務）
業務分類

構造

積算

機械設備

電気設備

注　本様式は建築の設計委託、監理業務等に使用する。

技術者及び協力会社届
監 理 業 務 技 術 者 届

　年　　 月　　 日
　

　

　下記業務の 技術者及び協力会社
監理業務技術者 を定めたので経歴書添付の上届け出ます

　

担当者名 所属会社名

会社名 所在地 電話
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別記様式乙第１０５号

文書番号
（工事番号）

　 年　　 月　　 日

殿

住所

受託者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

下記委託業務施行に当たり、別記の者が土地立入の際に携帯する身分証明書の発行を申請します。

委託件名

委託場所

契約金額

契約年月日

　

身分証明書発行申請書

　

　

#VALUE!

　 履行期限 　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

　

147



乙第１０５号 別記

令和 年 月 日現在

番号 氏名 生年月日 年齢 住 所（会社の住所）
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

身分証明書名簿
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別記様式乙第106号

現在

注

既済部分出来高種別内訳書
今　回　既
済　部　分
出来高金額

出来高歩合　％

出来高年月日 令和　 年 　月 　日

種　　別 契約金額 前回までの
出来高金額

今回の
出来高金額 摘要

　この様式は、同一作業をくりかえし完了するような委託契約の出来高請求に使用するもので、委託完了届に添付する。
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別記様式乙第１０７号

数量 単価 金額 数量 単価 金額

既済部分出来高種別内訳書 上段︓前回までの出来高
下段︓今回の出来高

種別 形状
寸法

単
位

契　約 出来高
摘要
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別記様式乙第１０９号

文書番号
（工事番号）

 　年　　 月　　 日

殿

住所
受託者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

　別紙、納品内訳書のとおり納品します。

委託件名

納入場所

契約金額

契約年月日

　注　この様式は、測量・調査・設計における成果品を納入する際に使用する。

　

納　　品　　書

　

　

#VALUE!

　 履行期限 　

文書番号
（契約番号）

　
（　）

　

　

　

151



別記様式乙第１１０号

品名 数量 備考

納品内訳書
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別記様式乙第１１１号

殿

住　　所

受託者

氏　　名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　下記のとおり請求します。

取引年月日
￥

１　契約番号

２　契約件名

３　原契約金額 ￥

４　変更契約金額 ￥

５　既受領金額 ￥

６　今回請求金額 ￥

　

請　　求　　書

　年　　月　　日
　

登録番号

記

年　月　日
請求金額 0 -

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

　

　

　

#VALUE!

0 -

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

0 -

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

0 -
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別記様式乙第１１２号

文書番号
（工事番号）

　 年　 　月　 　日

殿

住所

受託者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

文書番号
（契約番号）

件　　名

委託場所

契約金額

契約年月日

上記の件について承諾します。

　受託者　殿

氏名

令和　　年　　月　　日
（工事主管課長）

注１　この様式は、特記仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。
注２　（　　）内には、材料名称等を記載する。

　
#VALUE!

　 履行期限 　

　

　

（　　　） 承諾申請書

　

　

　下記の委託について、別添（　　　　　　　）の承諾を申請します。

　
（　）
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別記様式乙第１１３号

文書番号
（工事番号）

書

 年　 月　 日

殿

住所

受託者

氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

代理人氏名

文書番号
（契約番号）

件　　名

委託場所

　
（　）

　

協　議

報　告

（工事主管課長宛）

　下記の委託について設計委託標準仕様書　　    に基づき 協　議
報　告 します。

　

　

　

協　議
報　告 内容
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受託者

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

）

注．　照査技術者を指名する委託の場合に、使用する。
1 営繕設計の場合は、管理技術者氏名を記入する。
2 工事監理業務の場合は、監理業務技術者氏名を記入する。

別記様式乙第１１４号

代理人、主任技術者等及び照査技術者通知書
年　　月　　日

　 殿

委　託　場　所 　

住所

氏名

(連絡用メールアドレス)

代理人、主任技術者等及び照査技術者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

件　名 　

　

契 約 年 月 日 　 履　行　期　限 　

代 理 人 氏 名
ふりがな

主任技術者氏名
ふりがな

(連絡用メールアドレス)

(連絡用メールアドレス) (連絡用メールアドレス)

照査技術者氏名
ふりがな

契　約　金　額 ￥ 　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥ #VALUE!
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１．　　　年　　月

注　１）　標題の（　）内には、代理人、主任技術者、照査技術者の別を記載すること。

　　２）　職歴欄は、職歴とともに主任技術者等の資格に関連する期間の経歴を記載すること。

　　３）　資格欄は、技術士、ＲＣＣＭ（シビルコンサルティングマネージャー）等を記載すること。

　　４）　資格保有者の場合は、資格を確認できる資格証等の写しを添付すること。

別記様式乙第１１５号

経　歴　書（　　　　）

ふ り が な

氏 名

学　　　歴

職　　　歴

１．　　　年　　月〜　　　　年　　月

資　　　格

１．　　　年　　月
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受託者

（法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

）

）

住所

氏名
　

別記様式乙第１１６号

再委託（変更等）承諾申請書
年　　月　　日

　 殿

令和　年　月　日付けをもって契約を締結した○○○契約書第○条第○項に基づき、下記業務を再委託したいので
承諾されたい。

なお、再委託先に対する委託の調整、指導及び監督については、当社において一切の責任をもって行います。

文　書　番　号
（契 約 番 号）

　
（　）

件　名 　

委　託　場　所 　

契　約　金　額 ￥ 　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥ #VALUE!

　

再 委 託 金 額 ￥

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥

再委託先 別記記載のとおり

契 約 年 月 日 　 履 行 期 限
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別記様式乙第１１６号の２

注）　設計図書で指定した軽微な部分の再委託の相手方の記載は対象外とする。

再委託先一覧表
(再委託先1)
再委託先の
住所、称号・名称、
代表者氏名

再委託業務内容

担当者氏名

再委託の必要性

再委託する業務
の契約金額（予定）

(再委託先2)
再委託先の
住所、称号・名称、
代表者氏名

再委託業務内容

担当者氏名

再委託の必要性

再委託する業務
の契約金額（予定）

（再々委託先１－１）
再委託先の
住所、称号・名称、
代表者氏名

再委託する業務
の契約金額（予定）

再委託業務内容

担当者氏名

再委託の必要性
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別記様式乙第１１６号の３
 

（再委託先１） （再々委託先１－１）

金額（予定） 　 金額（予定） 　

（再委託先２）

金額（予定or見込み） 　

注）・設計図書で指定した軽微な部分の再委託の相手方の記載は対象外とする。
　　・金額については、「再委託先一覧表」に記入した金額（予定）を記載する。

履行体系図

受託者（請負者）
×××株式会社

○○○有限会社 ○○○有限会社

住所、TEL 住所、TEL

代表者氏名 代表者氏名

代表者氏名

担当業務の範囲若しくは
内容 　

担当業務の範囲若しくは
内容

△△に関する□
□地区基礎調査

担当業務の範囲若しくは
内容

○○○株式会社（予定）

住所、TEL
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受託者

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

）

代理人氏名

別記様式乙第１１７号

保守点検結果報告書
年　　月　　日

　 殿

住所

氏名

　

契 約 年 月 日 　 履　行　期　限 　

下記委託の保守点検の結果を別添資料のとおり報告します。

文 書 番 号
(契 約 番 号)

　
（　）

件　名 　

委　託　場　所 　

契　約　金　額 ￥ 　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥ #VALUE!
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（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

）

別記様式乙第１１８号

設　計　業　務　計　画　書
年　　月　　日

　 殿

件　名 　

住所

受託者

氏名

代理人氏名

下記委託について別添 業務計画書 を提出します。

文　書　番　号
(契 約 番 号)

　
（　）

　

委　託　場　所 　

契　約　金　額 ￥ 　

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥ #VALUE!

契 約 年 月 日 　 履 行 期 限 　

注　この様式は、設計等の業務計画書のほか変更設計等の業務計画書の提出にも使用する。
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件　名

契約日

委託者 東京都 印

受託者 住所

氏名 印

乙第１１９号

建築士法第２２条の３の３の規定に基づく書面

　委託者及び受託者は、建築士法第２２条の３の３に基づき、本書面（別記）及び別冊の契約書（約款及び仕様書を
含むものとし、以下「契約書」という。）により確認し、履行するものとする。

　

年　　月　　日
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1 対象となる建築物の概要
契約書による。

2 委託業務の種類、内容及び実施方法
契約書による。

3 委託業務の実施期間
契約書による。

4

契約書による。

5

契約書による。

6 受託者の建築士事務所登録に関する事項

建築士事務所の名称︓
所在地︓

開設者の氏名又は法人名称︓
開設者が法人の場合はその代表者の氏名︓

7 設計・工事監理に従事することとなる受託者登録の建築士事務所所属の建築士・建築設備士

【氏名】︓
【資格】
【氏名】︓
【資格】

（建築設備の設計に関し意見を聴く者）
【氏名】︓
【資格】

8 設計・工事監理の一部の再委託先（協力事務所）
委託者の承諾を得た「技術者及び協力会社」による。

9 契約金額（業務報酬）の額及び支払の時期
契約書による。

契約の解除に関する事項
契約書による。

10

　設計業務において、作成する成果物等（成果図書及びその他の成果物、建築士法第２条第６項に規定する設計図
書を含む。）

　工事監理業務において、工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関する報告の方法

※設計に従事することとなる建築士が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にはその旨の記
載が必要。

記

区分（一級、二級、木造）  （　　　　）建築事務所　（　　　）登録第　　　号

（　　　　）建築士　　【登録番号】（　　　　）

（　　）建築士　　【登録番号】（　　　　）

建築設備士　【登録番号】（　　　　　）
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（別　記）

３　単価契約

注：書類の作成に当たっては、最新の様式を確認して作成すること。 
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殿

住所
受注者

氏名

ふりがな

ふりがな

ふりがな
専門技術者氏名

(          )

発注限度額
#VALUE!

建設業法第７条 （）内には専門技術者を置いて
施工する工事の建設業法上の区
分を記入する。第２号のイ・ロ・ハ

第２号のイ・ロ・ハ

現場代理人氏名 現場代理人と主任技術者は
兼任できる。

主任技術者氏名
建設業法第７条

契約年月日 　 履行期限 　

技術者分類 技　術　者　指　名 建設業法上の該当資格に○を付ける。 備　　　　考

件　　名 　

履行場所 　

　

文書番号
（契約番号）

別記様式丙第１０２号

文書番号
　

（工事番号）

代理人等通知書

　

令和　年　月　日

　
(　)

　

　下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 (法人の場合は名称及び代表者の氏名※）
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別記様式丙第１０３号

文書番号
（工事番号）

令和　年　月　日

殿

住所
受注者

氏名

文書番号

（契約番号）

件　　名

履行場所

発注限度額

契約年月日

　

支給材料 書（第　回）

　

　

請求
受領
返納

下記のとおり支給材料を

　

請求します。
受領しました。
返納します。

　

(法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　

　
(　)

　
#VALUE!

　 履行期限 　

支給材料 　別紙記載のとおり

167



殿

住所

受注者
氏名

指示番号

印

　

別記様式丙第１０４号

　

施工内容確認申請書

施工金額

文書番号
（工事番号） 　

施工箇所

件名 　
　

令和　年　月　日

　

　 殿

　 履行期限契約年月日

　上記の施工内容で実施することを指示する。
令和　年　月　日

備考

指　示　書

支出科目 　 指示期限 指示金額

(法人の場合は名称及び代表者の氏名※）

　

　

　

　文書番号
（契約番号）

　長
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別記様式丙第１０５号

文書番号
（工事番号）

令和　年　月　日

殿

住所
受注者

氏名

契約年月日

指示年月日

故障の有無

受付年月日

確認年月日 令和　　年　　月　　日
確　認　者

職　氏　名

令和　年　月　日 指示期限

・無　　・有（別紙報告書のとおり）

令和　　年　　月　　日
監　督　員

職　氏　名
　

　　下記指示の件を本日完了したので届け出ます。

　

　 履行期限 　

　
契約番号

件　　名
指示番号

　

　

巡回故障調査完了届
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別記様式丙第１０６号

文書番号
（工事番号）

令和　年　月　日

殿

住所
受注者

氏名

契約年月日

指示年月日

備　考

受付年月日

注　１ 東京都契約事務規則第51 条の規定により検査調書を作成する場合は、「検査年月日」、
　　　　「検査員職氏名」、「契約担当者等職氏名」の各欄を斜線により抹消すること。

検査年月日 　令和　 年　　月　　日 検　査　員
職　氏　名

契約担当者等
職　　氏　　名

指示期限

令和 　年　　月　　日
監　督　員

職　氏　名
　

令和　年　月　日

件　　名
指示番号

　 履行期限 　

　
契約番号 　

　　下記指示の件を本日完了したので届け出ます。

　

完　　了　　届
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別記様式丙第１０８号

単価
　　円

工　種　別　単　価　価　格　表
摘要工種番号 工種内容 数量 単位
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支給材料品名 形状寸法 単
位

別記様式丙第１０９号

支給材料（請求・受領・返納）内訳書

総数量 前回までの
受領数量 今回数量 累　計 残数量
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別記様式丙第１１０号

単　価 金　額
Ｎｏ． 昼夜 　　　円 　　　　円

内　　訳　　書
数　量 単位 摘要工種番号 工種内容
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別記様式丙第１１１号

単　価 金　額

　　　円 　　　　円

内　　訳　　書

路線名 街　　灯
整理番号 施工箇所 工種

番号 内訳 数　量 単位
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別記様式丙第１１２号

単　価 金　額

　　　円 　　　　円

巡回故障調査完了内訳書

路線名 調査箇所 調査延長
(km)

昼夜の
別
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別記様式丙第１１３号

巡回故障調査報告書

路線名 街灯整
理番号 故障箇所 工種

番号 内容 数量
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別記様式丙第１１４号

完了
請求

単　価 金　額

　　　円 　　　　円
摘要

内訳書

工種番号 工種内容 実施日 数　量 単位
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別記様式丙第１１５号

完了
請求

単　価 金　額

　　　円 　　　　円
単
位

内訳書

路線名 街灯整
理番号 指示箇所 工種

番号 内訳 実施日 数　量
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別記様式丙第１１６号

殿

住　　所

氏　　名

　下記のとおり請求します。

￥

１　契約番号

２　契約件名

３　発注限度額 ￥

４　既受領金額 ￥

５　今回請求金額 ￥

登録番号 （T＋13桁の番号）

請　　求　　書
　年　　月　　日

　

　

受託者
　

0 -

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

記

請求金額 0 -

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

　

0 -
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）

0 -

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（税率   ）　    ）
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別記様式丙第１１７号

（総括書）

工事請負費 委託料 計

¥0

計

消費税及び地方消費税相当額

請求内訳書

指示
番号 指示年月日

出来高金額

合計請求金額
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　\  ）
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〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

〜

　

注　１）　標題の（　）内には、代理人等該当するものの名称を記載すること。

　　２）　職歴欄は、職歴とともに主任技術者又は監理技術者及び専門技術者の資格に関連する期間の

　　　　工事経歴を記載すること。

　　３）　資格欄は、特に仕様書等で定められたものを記載すること。

　　４）　資格保有者の場合は、資格を確認できる資格証等の写しを添付すること。

職　　　歴

氏 名

生年月日 昭和　　年　　月　　日

年　　月

別記様式丙第１１８号

経　歴　書（　　　　）

住 所
ふ り が な

年　　月

　　年　　月 　　年　　月

学　　　歴

　　年　　月

資　　　格

年　　月
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